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詳細設計照査要領の概要
１． 本要領の目的

１）成果品の品質向上

設計成果の良否は、工事の施工性、完成品の出来栄え、その後の維持管理等に重大な影響を与えることになる。設計委託業務の

成果は、最も基礎的でかつ重要な要素であることから、成果品の品質向上を図り、正確性を確保するために、本照査要領を活用す

ることにより、設計業務内容の主要事項を系統的に把握できるとともに迅速な照査が可能となる。

２）担当技術者の技術力向上

官民共に業務量の増大、業務内容の複雑化・多様化が進む一方で、担当技術者の負担増や技術力の低下が懸念されており、本照

査要領を活用することを通して、受託者の照査状況や発注者による業務進捗状況の把握が可能になるとともに、当該設計に係わる

適用基準や主要事項の再確認等、技術者の技術力向上の機会となる。

３）基本事項の統一による照査の効率化

建設省や他府県等の発注機関は本要領と同様な照査を受託者に義務づけており、基本的照査事項の統一により照査の効率化を図

ることが可能となる。

２．本要領の特徴

１）設計の自由度の尊重

設計の自由度を尊重するため、設計マニュアル（基準）的なものでなく、設計の基本に関する事項を体系的に記載し、各事項に

対応する照査の完了を一目で把握できるものとしている。したがって、照査手段、諸基準等との関連をはじめとする具体の照査内

容については受託者の判断によるものとなる。

２）段階的照査の実施による業務推進の円滑化

業務の主要な段階毎（基本条件の照査、細部条件の照査、成果品の照査）に、受託者が照査項目一覧表等により、発注者に対し

て照査過程等を報告することを手続きとして標準化しており、これにより、発注者からの与条件の取り違い等が発見しやすくなり、

条件設定ミス等による業務の手戻り発生を防止することができる。

３）設計調書の作成

受託者が照査の結果を一覧表形式に取りまとめた「設計調書」を作成することにより、発注者は設計成果の概要を容易に把握で

きるとともに、受託者においてもデータベース構築等を行うことによりマクロ的チェックも可能となる。
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３．本要領の適用

本要領は、詳細設計のみならず、原則として、予備、基本、比較等の各設計委託についても適用することとする。

なお、対象設計種別は、以下のとおりである。

①道路設計

②平面交差点設計

③橋梁設計

④電線共同溝設計

⑤河川設計

⑥樋門・樋管設計

⑦公園設計

⑧仮設構造物設計

⑨トンネル設計※ ※ トンネル編については建設省要領を準用する

４．内容の構成

本要領の構成は、対象とする全ての工種について以下に示す内容で構成されている。

①詳細設計照査フローチャート（発注者、受託者双方が利用）

②照査項目一覧表 （受託者が作成し発注者に提出） ３段階（仮設構造物は２段階）の照査・報告を規定

③設計調書 （ 〃 ）

１）詳細設計照査フローチャート

設計委託業務の起案から完了までの流れを、照査の観点から整理したものであり、受託者が実施する照査の主要な区切りと発注

者・受託者双方の照査との関連を明示したものである。各工種とも基本的には同一の流れとなるため、基本フローを掲載した。

２）照査項目一覧表

照査フローチャートに従って、設計の主要な区切り毎に受託者が実施すべき基本的照査項目を一覧表に整理したものである。

作成は主要な区切り（３段階）毎に行うものとし、作成の手順は以下のとおりとする。

-2-



- 3 -

①業務内容から判断して該当対象項目を抽出し、「該当対象欄」に○印を付す。

②照査を完了した項目について「照査欄」に○印及び日付を記入する。

③照査技術者及び主任技術者の確認を受ける。（確認印）

④発注者に提出し、照査状況の報告を行う。

また、上記④の提出に際しては、必要に応じて、提示資料欄に記載された資料、各種検討書等を別添資料として添付するものと

する。

なお、一覧表は２部提出とし、該当対象項目の全ての確認が完了した後、発注者から１部が返却される。

３）設計調書

業務の成果のうち主要な設計諸元、使用材料、応力計算等について取りまとめ、受託者が発注者に提出する。必要に応じて、各

照査段階においても有効活用を図るものとする。

なお、橋梁、河川、樋門・樋管、仮設構造物の各設計においては、設計調書の一部に“記載例、基準値（例）等”を掲載してい

るが、設計調書の作成に当たっては、これらを参考に当該設計委託業務の調書を作成するものとする。

５．用語の定義

１）照査

受注者が設計業務の完了までに行う、発注条件、設計の考え方、構造細目等のチェック及び技術計算等の検算であり、本照査要

領に記載された照査項目は標準的と判断する設計の基本事項である。

２）照査状況の把握

監督員が設計業務の完了までに行う、業務履行状況の把握の一部である。

なお、監督員が成果品の品質についての適否を判断するものではない。

６．その他記載等に当たっての留意事項

１）各照査段階において、照査内容が未定であったり、一度で確認が済まない場合や条件決定が順不同となる場合は、確認が済んだ

事項に○印と日付を記入し、未確認の事項が明確になるように徹底すること。

２）照査項目の中に、複数の確認項目がある場合（例えば関係機関協議が複数ある場合）は、必ず備考欄又は別紙を用いて確認済み

項目が解るようにすること。
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３）照査内容の項目が漠然としており、発注者の認識と異なるおそれがあると判断する場合は、備考欄等を用いて具体の確認項目を

明示すること。

４）業務内容、規模、重要度等により、照査内容項目を追加する必要がある場合等は、各様式の最後に添付した「追加項目記入表」

を利用すること。

５）予備設計や比較設計等に本要領を活用する場合は、必要な照査内容項目を抽出して照査すること。

６）照査報告書に本要領に基づき作成した資料を添付すること。

７）設計調書等Ａ４判サイズでは記入困難な場合は、Ａ３判に拡大して記入すること。

８）項目一覧表における「提示資料欄」には、適宜提示資料名及びその該当ページを記入すること。

９）仮設構造物設計における基本条件の照査は、原則として、フローチャートの照査の②の段階で行うこと。
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道 路 詳 細 設 計 照 査 要 領

平成１０年５月
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基 本 条 件 の 照 査 項 目 一 覧 表

（ 照 査 ① ）

件 名：

発 注 者 名：

受 託 者 名：

照査の日付： 平成 年 月 日

総括監督員 主任監督員 担当監督員 照査技術者 主任技術者

発注者印 受注者印
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基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

１ 設計の目的、主旨 1) 目的・主旨を理解したか。

2) 地域構想等に関する上位計画を把握したか。

3) 設計の主な項目、工程等について具体的内容を把握し

たか。

２ 貸与資料 1) 必要な貸与資料があるか。

３ 現地踏査 1) 地形、現地状況（旧河道、用排水路、井戸、現場周辺

の土地利用等）を確認したか。

2) 隣接工区との関係を確認したか。

3) 現道状況及び交通状況を把握したか。（家屋連坦、迂

回路、道路幅員、ゴミ集積所、交通量、車両規制、通

学路、緊急車両の通行の可否等）

4) 周辺構造物との関係を把握したか。（学校、病院、鉄

道等）

5) 環境状況（騒音、振動、防塵、日照等の配慮）を把握

したか。

6) 埋設物、架空線等（下水管、人孔、ガス、水道、ケー

ブルｅｔｃ）の位置、深さ、形状等を把握したか。

7) ボーリング図は適正か。（近接工区と関連性等）

8) 地質状況を把握したか。（季別地下水位、地下水利用

状況、被圧の有無）

9) 貸与資料と現地の相違はないか。

10)法令、条件に関する調査の必要性があるか。

11)施工時の留意事項を把握したか。
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基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

４ 設計条件 1) 事業計画を確認したか。

2) 道路規格を確認したか。

3) 設計速度を確認したか。

4) 計画交通量を確認したか。

5) 横断面構成を確認したか。

6) 道路工事設計基準、道路構造令、建設局標準構造図集

を確認したか。

7) 関連する設計と整合が取れているか。

8) 福祉のまちづくり条例と整合がとれているか。

５ 施工区分 1) 暫定施工時の施工区分を把握したか。

2) 現道拡幅時の施工区分を把握したか。

６ 幾何構造、線形条件 1) 平面及び縦断の設計値は適正か。

2) 幾何構造の使用値は適正か。

3) 橋、トンネル坑口等の取合いを配慮したか。

4) 幅員構成は適正か。

（標準幅員、積雪寒冷地との整合）

７ 地形条件 1) 用地上の座標値はあるか。

2) 用地境界を確認したか。

3) 用地の権利関係を確認したか。

4) 施工ヤード、スペースを確認したか。

８ 使用材料 1) 使用材料と規格（市場性、経済性を含む）、許容応力

度は妥当か。

2) 新材料、再生材の適用の検討を行ったか。
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基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

９ 土工及び法面工 1) 土質定数の設定、湧水状況等の把握は適正か。

2) 法面勾配等は適正か。

3) 地すべり等の切土部安定検討は適正か。

4) 切土材料は盛土材料に転用できるのか。

5) 特殊法面工の必要性はあるか。

１０ 軟弱地盤 1) 軟弱地盤対策は適正か。

2) 盛土の施工期間及び施工方法（迂回路計画等）は決ま

っているか。

3) 基本盛土施工厚と施工工程とのバランスがとれている

か。(地盤強度増加と施工時及び完成後の盛土の安定

性)

4) 残留沈下量と交通解放時期の基本方針は決定している

か。

5) 地質調査は目的にあった調査、解析をしているか。

6) 盛土材の土質調査はしてあるか。また、その土質定数

は把握しているか。

7) 計画線形(平面、縦断計画)の見直し、あるいは他の構

造(高架等)が考えられないか。

8) 環境、用地に対する制限はないか。

9) 側方流動の影響を受ける構造物(擁壁、橋台等)はない

か。

１１ 函渠工 1) 標準設計の適用方法は適正か。

2) 同上を適用しないときは応力計算が必要か。

3) 自動設計の適用方法は適正か。

4) 二次製品の適用方法は適正か。

5) 施工条件を考慮しているか。

6) 縦断方向のすべりに対する対策は必要か。

7) 踏掛版の要・不要の確認。
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- 50 -

基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

8) 防護柵の要・不要の確認。(内空断面の再確認)

9) 土被りの条件は妥当か。土被りの変化が大きい箇所で

の断面変化は考慮してあるか。

10)土質定数の決定根拠は明確になっているか。

11)地盤条件(支持力、地下水位等)は整理してあるか。

12)設計計算の条件は妥当か。計算式の適用は確認されて

いるか。(プログラム等)

13)適用する設計基準は確認されているか。

14)施工時の水路の切り廻し等は必要か。

１２ 擁壁工 1) 所要高さ決定の根拠は適正か。

2) 型式選定の根拠は適正か。

3) 線形の変更、用地の利用等によって擁壁の規模縮小が

可能であるかどうか工夫したか。

4) 標準設計の適用方法は適正か。

5) 同上を適用しないときは応力計算が必要か。

6) 自動設計の適用方法は適正か。

7) 二次製品の適用は適正か。

8) 用地境界までの余裕幅を確認したか。

9) 土質定数の決定根拠は明確になっているか。

10)基礎設計のための地盤条件は整理されているか。

11)現道交通、隣接家屋への影響を配慮したか。

12)全体的なすべりの安定性は確認したか。

13)設計計算の条件は妥当か。計算式の適用は確認されて

いるか。(プログラム等)

14)適用する設計基準は確認されているか。
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- 51 -

基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

１３ 排水工 1) 流出量の算定は妥当か。

(集水域、流出係数、降雨強度、確率年、算定式)

2) 流出量の算定は妥当か。(粗度係数等)

3) 施設選定は妥当か。

(経済性、施工性、機能性、計画性)

①断面形式の検討

②ヒューム管及び硬質塩化ビニール管等

③基礎型式選定の適否

④人孔・集水桝形式及び設置間隔は妥当か。

⑤浸透桝の設定は妥当か。

4) 断面決定で余裕が見込んであるか。

5) 排水勾配(流速の許容範囲)は妥当か。

6) 最小土被りの設定は妥当か。

7) 協議関係は必要か。

１４ 排水処理 1) 排水系統は適正か。

2) 流末位置は適正か。

１５ 舗装工 1) 舗装種別及び構造の適用(交通量、設計ＣＢＲ)に問題

はないか。

2) 再生材の使用は考慮されているか。

3) 特別箇所(軟弱地盤、低盛土等)の路床改良の要否

4) 低騒音(排水性)舗装路線か。

１６ 安全施設工 1) 道路照明、ブリンカーライト等の施設計画(配管計画含

む)は適正か。

2) 防護柵等道路付属物の配置及び規格は適正か。
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- 52 -

基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

１７ 小構造物 1) 標準設計の適用方法は適正か。

2) 重力式擁壁、ブロック積等を設ける理由、型式高さ等

決定根拠は明確か。

3) 二次製品の適用は適正か。

１８ 関連道路 1) 幅員、延長、断面等は適正か。

(側道、副道、取付交 2) 沿道に対する高さ等の取合は考慮してあるか。

通) 3) 舗装構成は決定しているか。

１９ 環境及び景観検討 1) 環境及び景観検討の必要性、デザインコンセプト、範

囲等は理解したか。

2) 環境及び景観検討の具体的方法、作成すべき資料等は

決定しているか。

２０ 防雪対策 雪崩、地吹雪対策は考慮されているか。

２１ 協議関連資料 1) 交差協議の調整は確認したか。

2) 地元及び地権者との調整は確認したか。

3) バス路線になるかどうか確認したか

4) 地下占有企業者との調整は確認したか。

5) 保安林及び埋蔵文化財等との調整は確認したか。

6) 東京都(区市町村)公害防止条例の適用区域及び規制値

を確認したか。

7) 都市計画及び土地利用を確認したか。

8) 上位計画、開発行為及び電線類地中化を確認したか。

9) 土捨場、または土取場の位置、規模は確認したか。

10)休憩施設、ﾁｪｰﾝ着脱場等の計画は確認したか。
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- 53 -

（追加項目記入表）基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ
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- 54 -

細 部 条 件 の 照 査 項 目 一 覧 表

（ 照 査 ② ）

件 名：

発 注 者 名：

受 託 者 名：

照査の日付： 平成 年 月 日

総括監督員 主任監督員 担当監督員 照査技術者 主任技術者

発注者印 受注者印
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- 55 -

細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

１ 協議関連 協議は諸条件と合致しているか。

２ 施工計画 1) 工区分けは適正か。(暫定施工の有無を含む)

2) 施工性に問題はないか。

3) 暫定施工の考え方に問題はないか。

３ 設計計算 1) 片勾配、拡幅のすりつけに問題はないか。

2) 排水の系統及び通水断面に問題はないか。

４ 数量計算 1) 設計委託標準仕様書に基づいているか。

５ 土工及び法面 1) 切土断面の岩盤推定線は妥当か。

2) 用地の余裕幅は適正か。

3) 法面保護工の選定は適正か。

4) 切土材料と盛土材料への転用は適正か。

６ 軟弱地盤 1) 土質定数は整理されているか。

2) 盛土工程は適切か。(一般盛土部、構造物、水路切り廻

し等)

3) 対策工の必要性と工種及びその範囲は適正か。

①盛土安定対策

②沈下対策

③その他対策

4) サンドマットの厚さは施工性を考慮したか。

5) 動態観測の計画は作成されているか。

6) 暗渠排水計画(形状、間隔)は適正か。

7) 沈下量を土量計算しているか。

8) 用排水路で沈下すると不都合なものはないか。

ある場合はその対策。
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- 56 -

細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

７ 函渠工 1) 本体長、伸縮目地の決定方法は適正か。

2) 軟弱地盤上に構築される場合の鉛直土圧係数は考慮し

てあるか。(杭基礎などの場合)

3) 沈下の大きい場所での特別の処置(段落ち防止枕等)は

考慮しているか。

4) 不等沈下はないか。

5) 斜角のつく場合の考慮をしてあるか。

(斜角部の設計方法)

6) 踏掛版の形状、寸法は適正か。

7) 基礎工の設計は適正か。

8) 標準設計適用以外の応力チェックはされているか。

9) ハンチを付さない場合、その対策はしてあるか。

10)ウイング厚と本体厚とのバランスはとれているか。

11)防水工は考慮されているか。

12)照明配管、排水は考慮されているか。

13)配筋に対するチェックはされているか。

14)管理上の問題は残されていないか。

(道路、水路等）

15)現場打ちとプレキャストの使い分けは適正か。

８ 擁壁工 1) 標準設計適用以外の応力チェックはされているか。

2) 擁壁高さの決定、地山の取合、底面の勾配は適正か。

3) 背面土の適用は適正か。(施工時の安定性等)

4) 目地間隔は適正か。

5) 液状化の検討は適正か。

6) 基礎工の設計は適正か。

・直接基礎(地盤反力、安定、置換深さ等)

・杭基礎(杭間隔、杭種、杭径、定着方式等)

7) 根入れ深さは適正か(土質条件、水の影響）、斜面部で

の余裕幅は適正か。
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- 57 -

細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

8) 地下水、湧水等の処理について考慮してあるか。

9) 施工性を考えた構造となっているか。

(地形その他の現場条件による機械の選定条件等）

10)応力計算時の常時、地震時の選択は適正か。

11)配筋に対するチェックはされているか。

９ 排水工 1) 排水施設相互及び道路施設との取合いは考慮されてい

るか。

2) 安全対策(蓋、防護柵等)は考慮されているか。

3) 流末はチェックされているか。(流末河川のＨＷＬより

下の場合の対策が行われているか。)

4) 排水系統を変更していないか。

5) 現場打ちとプレキャストの使い分けは適正か。

6) 設計区間外の施設との取合いは考慮されているか。

7) 既設水路等の付替えは、必要に応じて切廻しを検討し

てあるか。

8) その他

10 舗装工 1) 舗装工の設計は適正か。

2) 段階施工のできる設計となっているか。

3) 再生材の使用は適正か。

4) その他

11 小構造物 1) 標準設計適用以外のものの応力概略チェックはされて

いるか。

2) その他
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- 58 -

細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

12 仮設構造物 1) 山留め形式の選定は適切か。

(現道拡幅時の仮設、構造物掘削の工法)

2) 安全性の確保、施工性、現地との整合、近接構造物と

の関係に配慮したか。

13 環境及び景観検討 1) 環境(騒音、振動)面の対応は適正か。

2) 景観（植栽等)性は妥当か。
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- 59 -

（追加項目記入表）細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ
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- 60 -

成 果 品 の 照 査 項 目 一 覧 表

（ 照 査 ③ ）

件 名：

発 注 者 名：

受 託 者 名：

照査の日付： 平成 年 月 日

総括監督員 主任監督員 担当監督員 照査技術者 主任技術者

発注者印 受注者印
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- 61 -

成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

１ 設計計算書 1) 打合せ事項は反映されているか。

2) 安定計算結果は許容値を満たすか。

3) 許容応力度の取り方は正しいか。

4) 排水の流出量と通水量を照査したか。

２ 電算機による構造解析 1) 構造モデルと実際の構造系は合致しているか。

2) 入力データの算出根拠は明記されているか。

3) 出力データの読み取り方法を具体的に説明している

か。

4) 利用したプログラム名とその会社名は明記されている

か。

３ 設計図 1) 打合せ事項は反映されているか。

2) 設計委託標準仕様書の設計図作成要領と整合している

か。

3) 一般図には必要項目が記載されているか。(設計条件、

地質条件、法線、水位、付属構造物等)

4) 構造物の基本寸法、高さ関係は照合されているか。

5) 構造詳細は、適用基準及び標準構造と整合している

か。

6) 取り合い部の構造寸法は整合しているか。

7) 各設計図がお互いに整合しているか。(一般平面図と縦

横断図、構造図と配筋図、構造図と仮設図ｅｔｃ.)

8) 設計計算書の結果が正しく図面に反映されているか。

(特に応力計算書、安定計算書等の結果が適用範囲を

含めて整合しているか。）

・壁厚

・鉄筋(径､ピッチ､使用材料､ラップ位置､ラップ長、

主鉄筋の定着長、かぶり、ガス圧接位置等)

・鋼材形状、寸法

・使用材料
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- 62 -

成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

４ 数量計算書 1) 数量の単位及び数値の取り方は、設計委託標準仕様書

の数値基準と整合しているか。

2) 数量計算に用いた寸法・数値は図面と整合している

か。

3) 数量の取りまとめは、種類毎、材料毎等に整理されて

いるか。

4) 数量計算の根拠となる資料(根拠図等)は作成されてい

るか。

5) 施工を考慮した数量計算となっているか。(コンクリー

ト打設量における後打ち量の分離等)

6) 数量総括表が正しく整理されているか。

５ 施工方法の検討 1) 施工時の道路・河川等の切り廻し計画は適切か。

2) 工事用道路、運搬路計画は適切か。

3) 施工ヤード、施工スペースは確保されているか。

4) 部材長、部材寸法、部材重量は適正か。

5) 施工法、施工順序、施工工程は適切か。

6) 支保工、仮設備(仮設電源、照明、昇降設備等)は適切

か。

7) 安全性、経済性は適切か。

8) 暫定計画、完成計画と整合しているか。

9) 環境対策は適切か。

10)施工機械の種類、規格は適切か。

６ 設計調書 1) 調書の記入は適切か。

2) 相対的に見て問題はないか。(主要寸法、主要数値を他

工事の類似例や一般例と比較する。例：㎡当たりコン

クリート量、ｍ３当たり鉄筋量の比較)
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- 63 -

成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

７ 報告書 1) 打合わせ事項は反映されているか。

2) 条件設定の考え方が適切か。

3) 比較検討の結果が整理されているか。

4) 工事発注に際しての留意事項が記述されているか。

5) 基準等の引用には出典図書及びページが明記されてい

るか。

８ 成果品 1) 成果品は、設計委託標準仕様書の成果品一覧表と整合

しているか。

９ ＴＥＣＲＩＳ 1) ＴＥＣＲＩＳの登録は行ったか。
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- 64 -

（追加項目記入表）成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ
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- 65 -

（ ／ ）道 路 詳 細 設 計 調 書 （ そ の １ ）
受 託 者 名 起点側

件 名 場 所
照 査 ･ 主 任 技 術 者 名 ／ 施 工 箇 所

終点側
路 線 名 部 署 名 作 成 年 月 日 平成 年 月 日

新設（暫定・完成） 防音壁の設置の 付 帯 施 設 の
延 長 拡 幅 の 区 分 有 無 有 無

道 路 規 格 第 種 第 級 設 計 速 度 ｋｍ／ｈ 道 路 分 類
設

計画交通量（大型車混入率） 年度 地 域 分 類 区部 ・多摩部 積 雪 寒 冷 地 の 区 分

一 般 部 橋 梁 部
計

条 横 断 面 の 構 成

件

幾
最小曲線半径 最 小 曲 線 長 最小視距 最小緩和曲線長

何
凸

最急縦断勾配 同 左 延 長 最小縦断曲線長 最小縦断曲線半径
構 凹

片 勾 配 の 登 坂 車 線 の
造 横 断 勾 配 片勾配の最大値 最大合成勾配

す り 付 率 要 否

盛 土 部 切 土 部 盛 土 切 土

土砂 軟岩 硬岩
土 主 た る 地 質 の り 勾 配

盛 土 切 土 盛 土 切 土 盛 土 切 土

の り 面 工 の 種 類 土砂 軟岩 硬岩 小 段 の 幅 員 小 段 の 高 さ

軟弱地盤対策、地すべり対策

工 最 大 盛 土 高 最 大 切 土 高

防 雪 施 設 の 要 否

※下段は、基準値を記入すること。
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（ ／ ）道 路 詳 細 設 計 調 書 （ そ の ２ ）

設 計 切土

舗 舗 装 の 種 類 交 通 区 分 主 要 盛 土 量 切 土 量 の り 面 積

Ｃ Ｂ Ｒ 盛土

車道 土 工 橋 梁 トンネル

上 層 数 量 舗 装 面 積 横 断 函 梁 数 箇所 延 長

歩道

舗 装 構 成 路 盤 の 種 類

排 備

下 層 降 雨 強 度 断 面

水 決 定 考

連 断 層 路面

装 凍上抑制層の 自歩道の舗装 流 出 係 数 概 要

有 無 工 隣地 欄

主 要 流 末 概 念 図

測 点

線

縦

勾 配

形

断

線

概 距 離

形

要

平 面 線 形

※下段は、基準値を記入すること

-27-



- 67 -

（ ／ ）

函渠部詳細設計調書（その１）

１．一般事項

件 名

施 設 名

路 線 名

場 所

部 署 名

受 託 者 名

照査・主任技術者名 ／

設計年月日 平成 年 月 日

２．設計条件

用 途 区 分 道路・水路・その他（ ） 適 用 基 準 等 注：適用基準等欄の記載例

構 造 形 式 一連ボックス・二連ボックス 道示Ｉ－１～２（適用基準短縮名－記載頁）で表示する。

製 品 区 分 工場製品・場所打ち

標 準 設 計 無 ・ 有 標準設計図No.

内空 一連・（二連左） （二連右）

基 本 構 造 寸法 幅 ｍ ｍ

高さ ｍ ｍ

総 延 長 Ｌ＝ ｍ 分 割 数 ｎ＝

斜 角 左口 ° ′ ″ 右口 ° ′ ″

縦 断 勾 配 ｉ＝ ％ すべり止め 有 ・ 無

設計土被り ＨＤ ＝ ｍ 単 位 重 量 γ＝ ft/m３

水 位 Ｈｗ ＝ ｍ 内 部 土 砂 Ｈｓ ＝ ｍ

基 礎 工 形 式 直接・置換・杭＊ 杭種・杭径

土 質 Ｎ 値 Ｎ＝

支 持 地 盤 単 位 重 量 γ＝ ft/m３ 内部摩擦角 φ＝ °

粘 着 力 Ｃ＝ ft/m２ 許容支持力 Ｑ＝ tf

使 用 材 料 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 設計基準強度σｃｋ＝ kgf/cm２

鉄 筋 ＳＤ２９５・ＳＤ３４５

注：＊は杭基礎設計調書を参照のこと。
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函渠部詳細設計調書（その２）

３．形状寸法データ

Ｈｒ ｍ Ｂｒ ｍ

Ｈ１ ｍ Ｂ１ ｍ

本体 Ｈ２ ｍ Ｂ２ ｍ

Ｈ３ ｍ Ｂ３ ｍ

Ｈ４ ｍ Ｂ４ ｍ

左口左側 左口右側 右口左側 右口右側

ｂ１ ｍ ｂ１ ｍ ｂ１ ｍ ｂ１ ｍ

ｂ２ ｍ ｂ２ ｍ ｂ２ ｍ ｂ２ ｍ

ｳｲﾝｸﾞ ｈ１ ｍ ｈ１ ｍ ｈ１ ｍ ｈ１ ｍ

ｈ２ ｍ ｈ２ ｍ ｈ２ ｍ ｈ２ ｍ

ｔ１ ｍ ｔ１ ｍ ｔ１ ｍ ｔ１ ｍ

ｔ２ ｍ ｔ２ ｍ ｔ２ ｍ ｔ２ ｍ

左口左側 左口右側 右口左側 右口右側

土留壁 ｃ１ ｍ ｃ１ ｍ ｃ１ ｍ ｃ１ ｍ

ｃ２ ｍ ｃ２ ｍ ｃ２ ｍ ｃ２ ｍ

ｄＨ ｍ ｄＨ ｍ ｄＨ ｍ ｄＨ ｍ
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函渠部詳細設計調書（その３）

４．部材応力度

寸 法 図 設 計 位 置 図

概 要 図

部 材 頂 版 側 壁 底 版 ウ イ ン グ

設 計 位 置 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 左口左側 左口右側 右口左側 右口右側

断 面 図

断 Ｍ tf･m/m

面 Ｎ tf/m

力 Ｓ tf/m

必 要 cm２

鉄 最 小 cm２

筋 設 計 cm２

量 鉄 筋 径 mm

間 隔 mm

か ぶ り mm

設 σc kgf/c㎡

応 計 σs kgf/c㎡

力 値 τo kgf/c㎡

度 許 σca kgf/c㎡

容 σsa kgf/c㎡

値 τoa kgf/c㎡

設 計 計 算 書 ・ 頁

設 計 図 ・ 番 号
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擁壁工詳細設計調書（その１）

１．一般事項 3. 土砂データ

件 名 項 目 単 位 裏 込 土 砂 支 持 地 盤 一 般 土 砂

施 設 名 単 位 重 量（τ） ft/m３

路 線 名 一般国道 号 粘 着 力（Ｃ） ft/m２

場 所 せん断抵抗角（φ） 度

部 署 名 変 形 係 数（Ｅ０ ） kgf/c㎡

受 託 者 名 変 形 係 数 算 出 方 法 －

照査・管理技術者名 一軸圧縮強度（ｑｕ ） kgf/c㎡

設計年月日 平成 年 月 日

２．構造条件

擁 壁 形 式 適 用 基 準 等 注：適用基準等欄の記載例

設 置 区 分 背面盛土・背面切土・橋梁等取付・その他 ( ） 道示Ｉ－１～２（適用基準短縮名－記載頁）で表示する。

製 品 区 分 工場製品・場所打ち

標 準 設 計 無・有 標準設計図№

基 礎 形 式 直接・置換・杭＊ 杭種・杭径

盛 土 高 さ ＨＯ ＝ ｍ 法 面 勾 配 Ｎ＝

上載分布荷重Ｐ＝ ft/m２

浮力考慮位置 ＨＷ ＝ ｍ 突 起 無・有

ｺﾝｸﾘｰﾄ強度 σｃｋ＝ kgf/cm２

鉄 筋 材 質 ＳＤ２９５・ＳＤ３４５

設計水平震度 地域別補正係数 レ１ = 地盤別補正係数 レ２ =

Ｋｈ = レ１ ・レ２ ・0.15=

土 質 層 厚 平均Ｎ値

地 第 １ 層

盤 第 ２ 層

種 第 ３ 層

別 第 ４ 層

液状化判定 有・無

注：＊は杭基礎設計調書を参照のこと。

-31-



- 71 -

擁壁工詳細設計調書（その２）
4．形状寸法データ

擁壁延長 ＴL ＝ ｍ 前面土砂高 ＨS ＝ ｍ

防護柵作用荷重 ＰH ＝ tf/m 作 用 位 置 ＨP ＝ ｍ、ＢP ＝ ｍ

ＨT Ｈ1 Ｈ2 Ｈ3

断 面 ｍ ｍ ｍ ｍ

（大側） ＢT Ｂ1 Ｂ2 Ｂ3 Ｂ4 Ｂ5 Ｂ6

ｍ ｍ ｍ ｍ ｍ ｍ ｍ

ＨT Ｈ1 Ｈ2 Ｈ3

断 面 ｍ ｍ ｍ ｍ

（小側） ＢT Ｂ1 Ｂ2 Ｂ3 Ｂ4 Ｂ5 Ｂ6

ｍ ｍ ｍ ｍ ｍ ｍ ｍ

5．安定計算結果

直 接 基 礎 安 定 計 算 結 果 総 括 表

ケ ー ス 常 時 地 震 時

浮 力 有 無 許 容 値 有 無 許 容 値

偏 心 量(c) (m) B/6= B/3=

滑 動 安 全 率 １．5 １．2

最 大 地 盤 反 力 度(tf/㎡)

鉛直支持力(Q) (tf/m)

杭 基 礎 安 定 計 算 結 果 総 括 表

ケ ー ス 常 時 地 震 時

浮 力 有 無 許 容 値 有 無 許 容 値

杭頭 押 込 （tf/本)

反力 引 抜 (tf/本)

水 平 変 位 (mm)
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擁壁工詳細設計調書（その３）
6．部材応力度

寸 法 図 設 計 位 置 図

概 要 図

部 材 竪 壁 フ ー チ ン グ 突 起

設 計 位 置 基 部 基部より ｍ 基部より ｍ 前 趾 後 趾

荷 重 状 態 常 時 地 震 時 常 時 地 震 時 常 時 地 震 時 常 時 地 震 時 常 時 地 震 時 常 時 地 震 時

断 面 図

断 Ｍ tfm/m

面 Ｎ tf/m

力 Ｓ tf/m

必 要 cm２

鉄 最 小 cm２

筋 設 計 cm２

量 鉄 筋 径 mm

間 隔 mm

か ぶ り mm

設 σc kgf/c㎡

応 計 σs kgf/c㎡

力 値 τo kgf/c㎡

度 許 σca kgf/c㎡

容 σsa kgf/c㎡

値 τoa kgf/c㎡

設 計 計 算 書 ・ 頁

設 計 図 ・ 番 号
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基 礎 工 詳 細 設 計 調 書 （ そ の １ ） （ ／ ）

１．一般事項 ３．基礎工配置データ

件 名 部 署 名 № 距 離（Ｘ) 奥行方向の本数 軸 № 距 離（Ｙ) 奥行方向の本数

施 設 名 受 託 者 名 軸 1 ｍ 本 直 1 ｍ 本

路線・河川名 照査・主任技術者名 方 2 ｍ 本 角 2 ｍ 本

場 所 作 成 年月 日 平 成 年 月 日 向 3 ｍ 本 方 3 ｍ 本

左 右 岸の 別 杭 4 ｍ 本 向 4 ｍ 本

配 5 ｍ 本 杭 5 ｍ 本
２．基本事項

置 6 ｍ 本 配 6 ｍ 本
杭 群 へ の Ｍ Ｎ Ｈ 施工偏心ΔＭ 適 用 基 準 等

デ 7 ｍ 本 置 7 ｍ 本
作 用 力 tf・m tf tf tf・m

｜ 8 ｍ 本 デ 8 ｍ 本
基 基 礎 形 式 径（または短辺×長辺） 基 礎 長

タ 9 ｍ 本 ｜ 9 ｍ 本
礎 ｍ× ｍ ｍ

10 ｍ 本 タ 10 ｍ 本
工 頭 部 処 理 施 工 方 法 先 端 処 理

形

態 底 版 の 根 入 深 さ 突 出 長 有 効 根 入 長

Ｌ1= ｍ Ｌ2= ｍ Ｌ3= ｍ

地 ｌ1= ｍ ｌ2= ｍ ｌ3= ｍ

層 Ｎ1= Ｎ2= Ｎ3=

区 ｌ4= ｍ 支 持 層 地 盤 ｌ5= ｍ

分 Ｎ4= Ｎ5=

鉄 筋 材 質 コンクリート強度 杭 材 質 腐 食 代
基
本 σck= kgf/c㎡ mm
デ
｜ 杭頭平均Ｎ値 変 形 係 数 バネ （常）KH= tf/m３ KV= tf/m
タ

Eo= kgf/c㎡ 定数 （地）KH= tf/m３ KV= tf/m

許容支持力（押込） 許容支持力（引抜） 許容支持力（水平） 変 位

安 （常） 注：適用基準等、欄の記載例
道示Ｉ－１～２（適用基準短縮名－記載頁）で表示する。

定 （地）

-34-



- 74 -

基 礎 工 詳 細 設 計 調 書 （ そ の ２ ） （ ／ ）軸 方 向
常 時 地 震 時 常 時 地 震 時

計 算 ケ ー ス 名 単 位 備 考 計 算 ケ ー ス 名 単 位 備 考

杭 偏 心 量 ｃ ｍ 設計計算書 使用鉄筋量 c㎡ 設計計算書

頭 全 鉛 直 力 ΣＶ ｔ P 仮 発 圧縮応力度 kgf/c㎡ P

安 外 全 水 平 力 ΣＨ 設計図番号 想 生 引張応力度 kgf/c㎡ 設計図番号

定 力 偏心モーメント ΣΜ ｔｍ / RC 値 せん断応力度 kgf/c㎡ /

計 反 杭頭変位量 水平変位 δｘ ｍｍ 設計計算書 断 許 圧縮応力度 kgf/c㎡ 設計計算書
P

算 力 鉛直変位 δｙ ｍｍ P 面 容 引張応力度 kgf/c㎡
設計図番号

変 水平力 １本あたり ｔ 設計図番号 値 せん断応力度 kgf/c㎡ /
及

位 杭反力 前例 Ｐ Nmax ｔ／本 / 水 使用鉄筋量 c㎡ 設計計算書
び

発 後例 Ｐ Nmin ｔ／本 ケ 平 圧縮応力度 kgf/c㎡ P

杭 生 最 大 曲 げ 杭頭部 Ｍｔ ｔｍ 設計計算書P 方 引張応力度 kgf/c㎡ 設計図番号
設計図番号 ｜

の 力 モーメント 地中部 Ｍｍ ｔｍ / 向 せん断応力度 kgf/c㎡ /

計 杭 鉄筋又は Nmax σＣ kgf/c㎡ 設計計算書 ソ 縦 使用鉄筋量 c㎡ 設計計算書

算 体 板厚 σＳ kgf/c㎡ P 圧縮応力度 kgf/c㎡ P
ン 方

結 応 Nmin σＣ kgf/c㎡ 設計図番号 引張応力度 kgf/c㎡ 設計図番号

果 力 σＳ kgf/c㎡ / 基 向 せん断応力度 kgf/c㎡ /

許容支持力 鉛直支持力 tf／本 設計計算書P 許 圧縮応力度 kgf/c㎡ 設計計算書
設計図番号 礎 P

引 抜 力 tf／本 / 容 引張応力度 kgf/c㎡
設計図番号

許容応力度 圧縮応力度 kgf/c㎡ 設計計算書P 値 せん断応力度 kgf/c㎡ /
設計図番号

引張応力度 kgf/c㎡ /

垂直支圧応力度 発 生 値 kgf/c㎡ 設計計算書P
設計図番号

許 容 値 kgf/c㎡ /
杭

押抜き 発 生 値 kgf/c㎡ 設計計算書P
頭 設計図番号

せん断応力度 許 容 値 kgf/c㎡ /
部

引抜き 発 生 値 kgf/c㎡ 設計計算書P
計 設計図番号

せん断応力度 許 容 値 kgf/c㎡ /
算

水平支圧応力度 発 生 値 kgf/c㎡ 設計計算書P
結 設計図番号

許 容 値 kgf/c㎡ /
果

水平方向押抜き 発 生 値 kgf/c㎡ 設計計算書P
設計図番号

せん断応力度 許 容 値 kgf/c㎡ /
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基 礎 工 詳 細 設 計 調 書 （ そ の ３ ） （ ／ ）軸直角方向
常 時 地 震 時 常 時 地 震 時

計 算 ケ ー ス 名 単 位 備 考 計 算 ケ ー ス 名 単 位 備 考

杭 偏 心 量 ｃ ｍ 設計計算書 使用鉄筋量 c㎡ 設計計算書

頭 全 鉛 直 力 ΣＶ ｔ P 仮 発 圧縮応力度 kgf/c㎡ P

安 外 全 水 平 力 ΣＨ 設計図番号 想 生 引張応力度 kgf/c㎡ 設計図番号

定 力 偏心モーメント ΣΜ ｔｍ / RC 値 せん断応力度 kgf/c㎡ /

計 反 杭頭変位量 水平変位 δｘ ｍｍ 設計計算書 断 許 圧縮応力度 kgf/c㎡ 設計計算書
P

算 力 鉛直変位 δｙ ｍｍ P 面 容 引張応力度 kgf/c㎡
設計図番号

変 水平力 １本あたり ｔ 設計図番号 値 せん断応力度 kgf/c㎡ /
及

位 杭反力 前例 Ｐ Nmax ｔ／本 / 水 使用鉄筋量 c㎡ 設計計算書
び

発 後例 Ｐ Nmin ｔ／本 ケ 平 圧縮応力度 kgf/c㎡ P

杭 生 最 大 曲 げ 杭頭部 Ｍｔ ｔｍ 設計計算書P 方 引張応力度 kgf/c㎡ 設計図番号
設計図番号 ｜

の 力 モーメント 地中部 Ｍｍ ｔｍ / 向 せん断応力度 kgf/c㎡ /

計 杭 鉄筋又は Nmax σＣ kgf/c㎡ 設計計算書 ソ 縦 使用鉄筋量 c㎡ 設計計算書

算 体 板厚 σＳ kgf/c㎡ P 圧縮応力度 kgf/c㎡ P
ン 方

結 応 Nmin σＣ kgf/c㎡ 設計図番号 引張応力度 kgf/c㎡ 設計図番号

果 力 σＳ kgf/c㎡ / 基 向 せん断応力度 kgf/c㎡ /

許容支持力 鉛直支持力 tf／本 設計計算書P 許 圧縮応力度 kgf/c㎡ 設計計算書
設計図番号 礎 P

引 抜 力 tf／本 / 容 引張応力度 kgf/c㎡
設計図番号

許容応力度 圧縮応力度 kgf/c㎡ 設計計算書P 値 せん断応力度 kgf/c㎡ /
設計図番号

引張応力度 kgf/c㎡ /

垂直支圧応力度 発 生 値 kgf/c㎡ 設計計算書P
設計図番号

許 容 値 kgf/c㎡ /
杭

押抜き 発 生 値 kgf/c㎡ 設計計算書P
頭 設計図番号

せん断応力度 許 容 値 kgf/c㎡ /
部

引抜き 発 生 値 kgf/c㎡ 設計計算書P
計 設計図番号

せん断応力度 許 容 値 kgf/c㎡ /
算

水平支圧応力度 発 生 値 kgf/c㎡ 設計計算書P
結 設計図番号

許 容 値 kgf/c㎡ /
果

水平方向押抜き 発 生 値 kgf/c㎡ 設計計算書P
設計図番号

せん断応力度 許 容 値 kgf/c㎡ /
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平 面 交 差 点 詳 細 設 計 照 査 要 領

平成１０年５月
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基 本 条 件 の 照 査 項 目 一 覧 表

（ 照 査 ① ）

件 名：

発 注 者 名：

受 託 者 名：

照査の日付： 平成 年 月 日

総括監督員 主任監督員 担当監督員 照査技術者 主任技術者

発注者印 受注者印
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基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

〔道路詳細設計と重複するものは、照査の必要ない〕

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

１ 設計の目的、主旨 1) 目的、主旨は理解したか。

2) 地域構想等に関する上位計画を把握したか。

3) 設計の内容、範囲、工程等について具体的に把握した

か。

２ 資料の収集、確認 1) 予備設計の計画は適正か。

(1)予備設計に関する 2) 必要な貸与資料があるか。

資料

３ 現地踏査 1) 地形、現地状況（旧河道、用排水路、井戸、現場周辺

の土地利用等）を確認したか。

2) 隣接工区との関係を確認したか。

3) 現道状況及び交通状況を把握したか。（家屋連坦、迂

回路、道路幅員、ゴミ集積所、交通量、車両規制、通

学路、緊急車両の通行の可否等）

4) 周辺構造物との関係を把握したか。（学校、病院、鉄

道等）

5) 環境状況（騒音、振動、防塵、日照等の配慮）を把握

したか。

6) 埋設物、架空線等（下水管、人孔、ガス、水道、ケー

ブルｅｔｃ）の位置、深さ、形状等を把握したか。

7) ボーリング図は適正か。（近接工区と関連性等）

8) 地質状況を把握したか。（季別地下水位、地下水利用

状況、被圧の有無）

9) 貸与資料と現地の相違はないか。

10) 法令、条件に関する調査の必要性があるか。

11)大規模交通発生施設、歩行者の動線を把握したか。

12)施工時の注意事項を把握したか。
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- 79 -

基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

４ 設計条件 1) 道路の構造、規格は適正か。

2) 交差点形状は適正か。

3) 平面交差の間隔は適正か。

4) 方向別交通量は適正か。

5) 交差点制御方法は適正か。

6) 設計車両は適正か。

7) 積雪寒冷地の適用は適正か。

(幅員、除雪スペース等）

8) 歩行者の動線は適正か。

9) 関連する設計と整合がとれているか。

10)福祉のまちづくり条例と整合がとれているか。

５ 幾何構造 1) 平面及び縦断線形は適正か。

2) 幅員構成は適正か。

3) 視距、見通し距離は適正か。

4) 付加車線の設置は適正か。

5) 交差角は適正か。

6) 本線シフトは適正か。

7) 隅切りは適正か。

６ 地形条件 1) 用地上の座標値はあるか。

2) 用地境界を確認したか。

3) 用地の権利関係を確認したか。

4) 施工ヤード、スペースを確認したか。

７ 使用材料 1) 使用材料と規格（市場性、経済性を含む）、許容応力

度は妥当か。

2) 新材料、再生材の適用の検討を行ったか。
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- 80 -

基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

８ 関連道路（側道、副 1) 主、従道路の優先関係は明確となっているか。

道、取付支道) 2) 副道等の取付方法は適正か。

3) 従道路の整備は適正か。

９ 1) 信号現示と交差点飽和度は適正か。

交通制御と交通処理 2) 交差点交通容量は適正か。

3) 交通処理方法は適正か。

4) 横断歩道及び停止線位置は適正か。

5) バス停留所の位置、停車帯の形状等は適正か。

6) 沿道からの出入り箇所は適正か。

10 計画条件の整理 1) 土工及び法面工の計画は適正か。

(道路詳細設計との整合)

2) 小構造物及び構造物の計画は適正か。

(道路詳細設計との整合)

3) 排水工の計画は適正か。

(道路詳細設計との整合)

4) 舗装工の計画は適正か。

(道路詳細設計との整合)

11 環境及び景観検討 1) 環境及び景観検討の必要性、デザインコンセプト、範

囲等は理解したか。

2) 環境及び景観検討の具体的方法、作成すべき資料等は

決定しているか。

12 協議調整事項の確認 1) 関係諸官庁、諸機関及び地元との協議調整事項は設計

に反映されているか。

2) 協議条件と一致しているか。
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- 81 -

（追加項目記入表）基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ
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細 部 条 件 の 照 査 項 目 一 覧 表

（ 照 査 ② ）

件 名：

発 注 者 名：

受 託 者 名：

照査の日付： 平成 年 月 日

総括監督員 主任監督員 担当監督員 照査技術者 主任技術者

発注者印 受注者印
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- 83 -

細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

〔道路詳細設計と重複するものは、照査の必要ない〕

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

１ 協議関係 協議は諸条件と合致しているか。

２ 施工計画 1) 工区分けは妥当か。(暫定施工の有無を含む)

2) 施工性に問題はないか。

3) 暫定施工の考え方に問題はないか。

4) 現道交通確保の安全性に問題はないか。

３ 設計計算 1) 交通処理能力に問題はないか。

2) 排水の系統及び通水断面に問題はないか。

４ 数量計算 1) 設計委託標準仕様書に基づいているか。

５ 詳細検討 1) 中央分離帯の位置は適正か。

2) 導流路及び歩道の巻き込みは適正か。

3) 路面標示は適正か。

4) 付加車線等の諸元は適正か。

5) 信号、照明、安全施設等の設置計画は適正か。

6) 交通制御面で近接する交差点との整合性はとれている

か。

7) 積雪寒冷地の対応は適正か。

8) 道路詳細設計と整合はとれているか。

9) 土工及び法面工の設計は適正か。

(道路詳細設計と整合)

10)小構造物及び構造物の設計は適正か。

(道路詳細設計と整合)

11)排水工の設計は適正か。

(道路詳細設計と整合)

12)舗装工の設計は適正か。

(道路詳細設計と整合)
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- 84 -

細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

13)用地幅は適正か。

(道路詳細設計と整合)

６ 環境及び景観検討 1) 環境(騒音、振動)面の対応は妥当か。

2) 景観(植栽等)性は妥当か。
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（追加項目記入表）細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

-46-



- 86 -

成 果 品 の 照 査 項 目 一 覧 表

（ 照 査 ③ ）

件 名：

発 注 者 名：

受 託 者 名：

照査の日付： 平成 年 月 日

総括監督員 主任監督員 担当監督員 照査技術者 主任技術者

発注者印 受注者印
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- 87 -

成果品の照査項目一覧表（様式－３）

〔道路詳細設計と重複するものは、照査の必要ない〕

照 査 ③

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

１ 設計計算書 1) 打合せ事項は反映されているか。

2) 計算結果は交通処理能力を満たすか。

3) 排水の流出量と通水量を照査したか。

(道路詳細設計と整合)

２ 電算機による構造解析 1) 構造モデルと実際の構造系は合致しているか。

2) 入力データの算出根拠は明記されているか。

3) 出力データの読み取り方法を具体的に説明している

か。

4) 利用したプログラム名とその会社名は明記されている

か。

３ 設計図 1) 打合わせ事項は反映されているか。

2) 設計委託標準仕様書の設計図作成要領と整合している

か。

3) 一般図には必要項目が記載されているか。(設計条件、

地質条件、法線、水位、付属構造物等)

4) 構造物の基本寸法、高さ関係は照合されているか。

5) 構造詳細は、適用基準及び標準構造と整合している

か。

6) 取り合い部の構造寸法は整合しているか。

7) 各設計図がお互いに整合しているか。(一般平面図と縦

横断図、構造図と配筋図、構造図と仮設図ｅｔｃ.)

8) 設計計算書の結果が正しく図面に反映されているか。

(特に応力計算書、安定計算書等の結果が適用範囲を

含めて整合しているか。）

・壁厚

・鉄筋(径､ピッチ､使用材料､ラップ位置､ラップ長､

主鉄筋の定着長、かぶり、ガス圧接位置等)
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- 88 -

成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

・鋼材形状、寸法

・使用材料

４ 数量計算書 1) 数量の単位及び数値の取り方は、設計委託標準仕様書

の数値基準と整合しているか。

2) 数量計算に用いた寸法・数値は図面と整合している

か。

3) 数量の取りまとめは、種類毎、材料毎等に整理されて

いるか。

4) 数量計算の根拠となる資料(根拠図等)は作成されてい

るか。

5) 施工を考慮した数量計算となっているか。(コンクリー

ト打設量における後打ち量の分離等)

6) 数量総括表が正しく整理されているか。

５ 施工方法の検討 1) 施工時の道路・河川等の切り廻し計画は適切か。

2) 工事用道路、運搬路計画は適切か。

3) 施工ヤード、施工スペースは確保されているか。

4) 部材長、部材寸法、部材重量は適正か。

5) 施工法、施工順序、施工工程は適切か。

6) 支保工、仮設備(仮設電源、照明、昇降設備等)は適切

か。

7) 安全性、経済性は適切か。

8) 暫定計画、完成計画と整合しているか。

9) 環境対策は適切か。

10)施工機械の種類、規格は適切か。
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- 89 -

成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

６ 設計調書 1) 調書の記入は適切か。

2) 相対的に見て問題はないか。(主要寸法、主要数値を他

工事の類似例や一般例と比較する。例：㎡当たりコン

クリート量、ｍ３当たり鉄筋量の比較)

７ 報告書 1) 打合せ事項は反映されているか。

2) 条件設定の考え方が適切か。

3) 比較検討の結果が整理されているか。

4) 工事発注に際しての留意事項が記述されているか。

5) 基準等の引用には出典図書及びページが明記されてい

るか。

８ 成果品 1) 成果品は、設計委託標準仕様書の成果品一覧表と整合

しているか。

９ ＴＥＣＲＩＳ 1) ＴＥＣＲＩＳの登録は行ったか。

-50-



- 90 -

（追加項目記入表）成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ
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平面交差点詳細設計調書（その１） ２．交差点計画

１．計画概要 交 差 点 名 通称・番号・記号等

件 名 交 差 点 部 交差点制御方法（ 信号制御 ・ 一時停止 ）
設 計 計 画

場 所 主従 設計車両 交差点付近 交差点付近横断 曲線半径 交差角度
の別 （○印） の設計速度 勾配・区間距離 （ｍ）

部 署 名
主 小 型 車 －

受 託 者 名 （照査･主任技術者名） ／ 普 通 車
従 セミトレ 度

作成年月日 平成 年 月 日
右 左 折 車 通 行 方 法 導流路曲線半径(m) 導流路幅員（m)

事 業 区 分 点（交差点）・線（道路）・面（地域）の改良・新設（◯印）
右折 外側 内側

全 体 計 画 km 今回計画（内数） km 方面から
左折 外側 内側

道 路 名 主道路 主
右折 外側 内側

主道路 方面から
左折 外側 内側

従道路
右折 外側 内側

従道路 方面から
左折 外側 内側

道 路 の 主従 道 路 区 分 設 計 速 度 最 急 縦 断 最 小 曲 線 標準横断面 従
構造・規格 の別 (km/h) 勾配（％） 半径（ｍ） 構成（ｍ） 右折 外側 内側

方面から
主 種 級 全幅 ｍ 左折 外側 内側

主 種 級 全幅 ｍ 主 従
交 通 量

従 種 級 全幅 ｍ

従 種 級 全幅 ｍ ・現 況
・予 測

標準横断面図 ・車種別
・方向別
・歩行者
・特異交

主 通流等

主 従

計 画 有 ・ 無 （◯印） 計 画 有 ・ 無 （◯印）
右折 ・ 左折車線 （◯印） 右折 ・ 左折車線 （◯印）
付加車線（ 折）の必要性 付加車線（ 折）の必要性

付 加 車 線
設 置 計 画 （ 有 ・ 無 ） （ 有 ・ 無 ）

従 滞留長 ｍ 滞留長 ｍ
ﾃｰﾊﾟｰ長（減速車線長） ﾃｰﾊﾟｰ長（減速車線長）

ｍ ｍ
付 加 車 線 幅 員 ｍ 付 加 車 線 幅 員 ｍ
本線シフト区間長 ｍ 本線シフト区間長 ｍ

※下段は適用基準等、発行年月日と適合ページを記入する。
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- 92 -

平面交差点詳細設計調書（その２） （ ／ ）

３．道路管理者所管の交通安全施設等の計画 ５．事業計画上の問題点及び今後の調整事項

視線 誘導標 （有・無） （ 交差点部 ・ 計画区間全線 ）
道 路 照 明 （有・無） （ 交差点部 ・ 計画区間全線 ）
防 護 柵 （有・無） （ 交差点部 ・ 計画区間全線 ）

（ 歩車道境界 ・ 路外境界線 ）
歩 道 （有・無） （ 両側 ・ 片側 ）（歩車道境界ﾌﾞﾛｯｸの高さ ㎝)

（ ﾏｳﾝﾄﾞｱｯﾌﾟ ・ ﾌﾗｯﾄ ）

・計画区間内のバス停留所の有無 （ 有・無 ）
・交差点付近のバス停留所の有無 （ 有・無 ）
・バス停留所の有無（有・無）・必要性の有無（有・無）
・バス停留所の位置の適否（ 交差点 流出側 ・ 流入側 ）

（ 見通し 良 ・ 不 良 ）

通 学 路 通学路の指定 （有・無） 将来の可能性 （有・無）

そ の 他

注：道路照明、バス停、通学路の位置等は、図面上に正確に図示すること。

４．交通規制計画

主 現 況 事業後
線 の 規 制

従 現 況 事業後

主 現 況 事業後
点 の 規 制

従 現 況 事業後

交 差 点 名
概 設 信 号 機 （ 有 ・ 無 ）
信 号 運 用 状 況 三 色（時間 ～ ）

信 号 機 点 灯（時間 ～ ）
滅 灯（時間 ～ ）

移設，増灯の必要性 （ 有 ・ 無 ）
新 設 の 必 要 性 （ 有 ・ 無 ）

横断 歩道・
自転車横断帯

そ の 他
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電 線 共 同 溝 詳 細 設 計 照 査 要 領

平成１０年５月
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基 本 条 件 の 照 査 項 目 一 覧 表

（ 照 査 ① ）

件 名：

発 注 者 名：

受 託 者 名：

照査の日付： 平成 年 月 日

総括監督員 主任監督員 担当監督員 照査技術者 主任技術者

発注者印 受注者印
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基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

１ 設計の目的・主旨、範 １）目的・主旨を理解したか。

囲、内容、数量、履行 ２）設計の範囲、内容、数量、履行期間を把握したか。

期間 ３）隣接工区との関係は確認したか。

２ 貸与資料の確認 １）貸与資料の不足点、追加事項はあるか。

３ 現地踏査 １）地形、現地状況（旧河道、用排水路、井戸、現場周辺

の土地利用等）を確認したか。

２）隣接工区との関係を確認したか。

３）現場状況及び交通状況を把握したか。（家屋連坦、迂

回路、道路幅員、ゴミ集積所、交通量、車両規制、通学

路、緊急車両の通行の可否等）

４）周辺構造物との関係を把握したか。（学校、病院、鉄

道等）

５）環境状況（騒音、振動、防塵、日照等の配慮）を把握

したか。

６）埋設物、架空線等（下水管、人孔、ガス、水道、ケー

ブルｅｔｃ）の位置深さ、形状等を把握したか。

７）ボーリング図は適正か。（近接工区との関連性等）

８）地質状況を把握したか。（季別地下水位、地下水利用

状況、被圧の有無）

９）貸与資料と現地の相違はないか。

１０）法令、条件に関する調査の必要性があるか。

４ 適用基準 １） 適用基準の確認はされているか。

５ 使用材料 １） 使用材料の規格、許容応力度は適正か。
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基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

６ 設計基本条件 １）管路部、特殊部等の構造形式及び断面計画は適正か。

また現場打ち工法とプレキャスト工法との比較検討はさ

れているか。（経済性、安全性、機能性、施工性、維持

管理、環境等が考慮されているか。）

２）荷重条件は適正か。

３）特殊荷重の位置、大きさは確認したか。

４）施工条件の基本を確認したか。

５）関連する事業計画と詳細調整は図られているか。

６）既設埋設物、近接構造物の位置、形状は確認したか｡

７）電線共同溝を設置する際、支障となる地下埋設物企業

者とは調整しているか。

８）参画電線管理者に入溝条数、内径及び特殊部の配置の

確認がなされたか。

９）関連する設計との整合はとれているか。

７ 幾何構造、線形条件 １）線形上のコントロールポイントは明確にされている

か。

２）管路部、特殊部の形式は適正に把握しているか。

３）平面線形は適正か。

４）縦断線形は適正か。

５）座標系と基準点は確認したか。

６）起点、終点の計画（隣接工区との接続計画）は適正

か。

８ 地盤条件 １）土質定数の設定は適正か。隣接工区との整合は図られ

ているか。

２）地下水位、地下水の評価は適正か。

３）液状化の判定は適正か。

４）地盤内間隙水圧の判定は適正か。
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基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

９ 特殊検討 １）交差物件の検討方法、条件は適正か。

２）近接施工対策の検討方針、条件は適正か。

３）本体縦断の検討方針、条件は適正か。

４）山留設計の検討方針、条件は適正か。

５）耐震の検討方針、条件は適正か。

６）軟弱地盤の検討方針、条件は適正か。

７）その他の特殊検討の検討方針、条件は適正か。

10 特殊部の継手、防水、 １）継手の方式は適正か。（地盤条件が考慮されている

排水 か。）

２）防水もしくは排水の方式は適正か。
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基本条件の照査項目一覧表（仮設構造物）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ
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細 部 条 件 の 照 査 項 目 一 覧 表

（ 照 査 ② ）

件 名：

発 注 者 名：

受 託 者 名：

照査の日付： 平成 年 月 日

総括監督員 主任監督員 担当監督員 照査技術者 主任技術者

発注者印 受注者印
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細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

１ 線形（平面、縦断） １）電線共同溝の線形は計画通り正しいか。

２）起点、終点部の位置は正しいか。

３）既設構造物及び将来計画構造物との離隔は施工性、交

通処理を含め、協議によって決定されているか。

４）移設可能な埋設物との離隔は施工性を考慮されている

か。

５）官民境界までの離隔は所定の離隔以上確保されている

か。

６）特殊部の位置は適正か。

７）隣接工区との整合は図られているか。

８）管路部の土被りは所定の深さ以上確保されているか。

９）急勾配区間の勾配は適正であるか。

１０）道路勾配を考慮し、土被りが最小となるよう経済的

かつ機能的に計画されているか。

１１）排水ピットの位置は適正か。

１２）軟弱地盤に対して配慮されているか。

２ 荷重条件 １）舗装構成は適正か。

２）地下水位の設定は適正か。

３）各単位重量及び活荷重は適正か。

４）静止土圧係数は適正か。（軟弱地盤は考慮されている

か。）

５）隣接工区との整合は図られているか。
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細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

３ 本体構造 １）適用基準は適正か。

２）設計モデルは適正か。

３）設計断面の内空形状寸法は適正か。

４）使用材料、許容応力度は適正か。

５）各部材厚、使用鉄筋及び間隔は適正か。

６）材料使用区分は適正か。

７）継手の構造形状、材質は適正か。（軟弱地盤を考慮し

ているか。）

８）防水対策は適正か。

９）耐震設計（縦断方向、液状化による浮き上がり）は考

慮されているか。

１０）基礎構造は適正か。

１１）軟弱地盤対策は適正か。

４ 排水設備 １）地下水位の位置について把握しているか。

２）排水ピットを設ける場合の位置、形状は適正か。

５ 付属物 １）各種付属物の設計は適正か。

２）隣接工区と仕様は一致しているか。

６ 仮設工法の選定 １）沿道条件、交通処理方法を検討しているか。

・昼夜間作業帯の設定

・使用機種の設定

・歩道切削

２）地質、地下水対策が適正であるか。

３）既設構造物への影響が少ない構造であるか。

４）既設構造物の許容変位は設定されているか。また、そ

の変状防止対策方法は妥当であるか。

５）経済性、施工性、安全性の面から総合的に工法の比較

選定が行われているか。
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細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

８ 仮設構造物 １）設計断面位置、幅及び深さは正しいか。

２）適用基準は正しいか。

３）山留形式の選定は適正か。

４）材料の選定は適正か。

５）土質条件の設定は適正か。（地盤改良した場合、影響

を考慮しているか）

６）地下水位の設定は適正か。

７）載荷重の設定は適正か。

８）無覆工、覆工の判断は適正か。また、材質及び形状寸

法は適正か。

９）土圧、水圧荷重の設定値は適正か。

１０）中間杭の位置、ピッチ及び施工性は適正か。

１１）根入の長さの計算は必要項目の計算がされているの

か。

１２）ボイリング、ヒービング及び盤ぶくれの検討はされ

ているか。

１３）補助工法の選定、範囲は適正か。

９ 施工計画 １）施工方法及び順序（本体、仮設）は適正か。

２）交通処理計画は適正か。

３）同時施工は配慮されているか。

４）環境への配慮はされているか。

５）管路部の埋め戻しに、粒状改良土の使用の検討はなさ

れているか。

６）支障埋設物件は考慮されているか。
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（追加項目記入表）細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ
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成 果 品 の 照 査 項 目 一 覧 表

（ 照 査 ③ ）

件 名：

発 注 者 名：

受 託 者 名：

照査の日付： 平成 年 月 日

総括監督員 主任監督員 担当監督員 照査技術者 主任技術者

発注者印 受注者印
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成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

１ 設計計算書 1) 打合わせ事項は反映されているか。

2) 設計条件、施工条件は適正に運用されているか。

3) 設計結果は許容範囲内、かつ、許容応力度及び使用単

位は適正か。

２ 設計図 1) 打合わせ事項は反映されているか。

2) 設計委託標準仕様書の設計図作成要領と整合している

か。

3) 一般図には必要項目が記載されているか。(設計条件、

地質条件、法線、水位、付属構造物等)

4) 構造物の基本寸法、高さ関係は照合されているか。

5) 構造詳細は、適用基準及び標準構造と整合している

か。

6) 取り合い部の構造寸法は整合しているか。

7) 各設計図がお互いに整合しているか。(一般平面図と縦

横断図、構造図と配筋図、構造図と仮設図ｅｔｃ.)

8) 設計計算書の結果が正しく図面に反映されているか。

(特に応力計算書、安定計算書等の結果が適用範囲を

含めて整合しているか。）

・壁厚

・鉄筋(径､ピッチ､使用材料､ラップ位置､ラップ長､

主鉄筋の定着長、かぶり、ガス圧接位置等)

・鋼材形状、寸法

・使用材料
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成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

３ 数量計算書 1) 数量の単位及び数値の取り方は、設計委託標準仕様書

の数値基準と整合しているか。

2) 数量計算に用いた寸法・数値は図面と整合しているか｡

3) 数量の取りまとめは、種類毎、材料毎に整理されてい

るか。

4) 数量計算の根拠となる資料(根拠図等)は作成されてい

るか。

5) 施工を考慮した数量計算となっているか。(コンクリー

ト打設量における後打ち量の分離等)

6) 数量総括表が正しく整理されているか。

４ 施工方法の検討 1) 施工ヤード、施工スペースは確保されているか。

2) 施工法、施工順序、施工工程は適切か。

3) 安全性、経済性は適切か。

５ 設計調書 1) 調書の記入は適切か。

2) 相対的に見て問題はないか。(主要寸法、主要数値を他

工事の類似例や一般例と比較する。例：㎡当たりコン

クリート量、ｍ３当たり鉄筋量の比較)

６ 報告書 1) 打合せ事項は反映されているか。

2) 条件設定の考え方が適切か。

3) 比較検討の結果が整理されているか。

4) 工事発注に際しての留意事項が記述されているか。

5) 基準等の引用には出典図書及びページが明記されてい

るか。

７ 成果品 1) 成果品は、設計委託標準仕様書の成果品一覧表と整合

しているか。

８ ＴＥＣＲＩＳ 1) ＴＥＣＲＩＳの登録は行ったか。
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（追加項目記入表）成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ
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○設計条件

入 溝 予 定 者 調 書 表

入 溝 予 定 者 区 間 区 間 区 間

電 線 管 理 者 入 溝 線 種 類 № ～ № № ～ № № ～ №

電 K V φ 条 φ 条 φ 条

力 東 京 電 力 K V φ 条 φ 条 φ 条

線

道 路 通 信 ・ 照 明 φ 条 φ 条 φ 条

管 理 者 予 備 φ 条 φ 条 φ 条

通

光 ケ ー ブ ル φ 条 φ 条 φ 条

日 本 電 信 電 話 （ 株 ） メ タ ル ケ ー ブ ル φ 条 φ 条 φ 条

信

東京通信ネットワーク（株） φ 条 φ 条 φ 条

C A T V φ 条 φ 条 φ 条

線

ゆ う せ ん φ 条 φ 条 φ 条
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電線共同溝詳細設計調書

件 名 作成年月日 埋設物（既設、計画）との位置関係が検討されているか。

受注者名 照査技術者 特殊部の断面、管路部の条数は確認済みか（占用企業者）。

事務所名 主任技術者 基 地下水位の設定は適切か。

路 線 名 箇 所 本 地盤の液状化判定及び対策の検討がされているか。

電線共同溝名 照 特殊部の位置は適正か。

設計箇所 起点側 終点側 査 管路部の土被りは確保されているか。

延 長 幅 員 構 成 事 仮設工法の検討は適正に行われているか。

適用示方書 項 最終計算結果と設計図の寸法、主鉄筋、主鋼材の再照査。

設計活荷重 数量計算は必要項目（種別）が計上されているか。

予 備 設 計 図面表示（起点、終点その他）の有無。

有 箇 所 数 種別 使 コンクリート設計基準強度 鉄 筋
交 差 物 件 ・ 材 質

無 最 小 離 隔 ｍ 対策 有・無 用 σck＝ kgf／c㎡ Ｓ Ｄ＝
特

有 最小箇 所数 種別 材 鉄 筋 引 張 り ｺﾝｸﾘｰﾄ曲げ圧縮 ｺﾝｸﾘｰﾄ せ ん 断
近 接 施 工 ・ 許容応力度

殊 無 離 隔 ｍ 対策 有・無 料 σsa＝ kgf／c㎡ σca＝ kgf／c㎡ τa＝ kgf／c㎡

本体縦断検討 有・無 コントロール
検 標

大規 模山留 有・無 箇 所 数 深さ
準

討 耐 震 設 計 有・無 対 策 有 ・ 無
断

安 定 検 討 有・無 箇 所 数 対策 有・無
面

そ の 他 有・無 種 別 対策 有・無
図

基 現地調査の結果が設計に反映されているか。 各電線管理者の条数及び地下埋設物件について明記する。
本
照 線形（平面、縦断、横断）と道路との位置関係再照査。
査 備
事 試掘の位置、各種試験データ、地質柱状図の確認。
項 考

交通処理計画が適正に行われているか。

-70-



- 110 -

橋 梁 詳 細 設 計 照 査 要 領

平成１０年５月
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基 本 条 件 の 照 査 項 目 一 覧 表

（ 照 査 ① ）

件 名：

発 注 者 名：

受 託 者 名：

照査の日付： 平成 年 月 日

総括監督員 主任監督員 担当監督員 照査技術者 主任技術者

発注者印 受注者印
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基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

１ 設計の目的、主旨 1) 目的、主旨を理解したか。

2) 地域構想等の関連する上位計画を把握したか。

3) 設計の主な項目、工程について具体的内容を把握した

か。

２ 貸与資料 1) 必要な貸与資料があるか。

３ 現地踏査 1) 地形、現地状況（旧河道、用排水路、井戸、現場周辺

の土地利用等）を確認したか。

2) 隣接工区との関係を確認したか。

3）現道状況及び交通状況を把握したか。（家屋連坦、迂

回路、道路幅員、ゴミ集積所、交通量、車両規則、通

学路、緊急車両の通行の可否等）

4) 周辺構造物との関係を把握したか。（学校、病院、鉄

道等）

5) 環境状況（騒音、振動、防塵、日照等の配慮）を把握

したか。

6) 埋設物、架空線等（下水管、人孔、ガス、水道、ケー

ブルetc）の位置、深さ、形状等を把握したか。

7) ボーリング図は適正か。（近接工区との関連性等）

8) 地質状況を把握したか。（季別地下水位、地下水利用

状況、被圧の有無）

9) 貸与資料と現地の相違はないか。

10) 法令、条件に関する調査の必要性があるか。

11) 施工時の注意事項は把握したか。
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基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

４ 設計基本条件 1) 構造形式は適正か（経済性､安全性､施工性､景観性､総

合評価等）特に、予備設計成果との整合は図れている

か。

2) 橋長、スパン割りは適正か。

3) 道路規格及び橋梁の重要度の区分は適正か。

4) 荷重条件（設計時、施工時）は適正か。

5) 特殊荷重の位置、大きさは確認したか。

6) 施工条件の基本は確認したか（時期、スペース、環

境、交通条件、安全性の確保、近接施工、架設工法

等）

7) 使用すべき設計基準は把握したか。

8) 暫定計画、将来計画と整合しているか。

9) 塩害に対する検討をしたか。

10)雪処理の方法を検討したか。

11)関連する設計と整合がとれているか。

12)福祉のまちづくり条例と整合がとれているか。

５ 幾何構造、線形条件 1) 幅員構成、幅員変化、平面線形は適正か。

2) 縦断線形は適正か。

3) 座標系と基準点は適正か。
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基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

６ 橋面工、付属工の基本 1) 横断勾配、舗装厚は適正か。

条件 2) 歩道構造は適正か。

3) 地覆、高欄は適正か。

4) 遮音壁は適正か。

5) 照明柱、標識柱は適正か。

6) 排水工は適正か。

7) 伸縮継手は適正か｡（ゴム伸縮継手の可能性を確認し

たか）

8) 検査路は適正か。

9) 支承は適正か。（ゴム支承の可能性を確認したか）

10) 路掛板は適正か。

11) 護岸工は適正か。

12) 適用基準は適正か。

13) 落橋防止システムの選定は適正か。

14) その他付属構造物を設置する必要があるか。

７ 交差条件 1) 河川条件は満足するか。

（基準径間長、阻害率、流心方向、桁下余裕、架設工法

等）

2) 道路交差条件は満足するか。

（建築限界、桁下余裕、平面線形、桁架設工法等）

3) 鉄道交差条件は満足するか。

（建築限界、桁下余裕、平面線形、桁架設工法、架線処

理方法等）

4) 支障物件への対応方法は検討したか。

5) 交差協議に関わる協議資料作成の種類と内容は確認し

たか。

6) フーチングの根入れは適切か。
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基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

８ 地盤条件 1) 土質定数の設定は妥当か。

2) 支持力、地盤バネ値の設定は妥当か。

3) 水位、水圧の評価は妥当か。

4) 構造図と柱状図との位置関係は妥当か。

5) 軟弱地盤として検討する必要性を確認したか。

6) 地盤から決まる許容支持力は妥当か。

7) 支持層が岩の場合の考え方は妥当か。

8) 支持層の設定位置は妥当か。

９ 耐震検討 1) 耐震検討は妥当か｡（地盤種別、固有周期、水平震度

等）

2) 動的解析の必要性を確認したか。

3) 地震力を分散させる構造系を配慮しているか。

10 地形条件 1) 用地境界を確認したか。

2) 用地の権利関係を確認したか。

3) 施工ヤード、スペースを確認したか。

4) 資機材運搬路は確保できるか。

11 使用材料 1) 使用材料と規格（市場性、経済性を含む）、許容応力

度は妥当か。

2) 新材料、再生材の適用の検討を行ったか。

12 環境及び景観検討 1) 環境及び景観検討の必要性、デザインコンセプト、範

囲等は理解したか。

2) 環境及び景観検討の検討の具体的方法、作成すべき資

料等は決定しているか。
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（追加項目記入表）基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ
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細 部 条 件 の 照 査 項 目 一 覧 表

（ 照 査 ② ）

件 名：

発 注 者 名：

受 託 者 名：

照査の日付： 平成 年 月 日

総括監督員 主任監督員 担当監督員 照査技術者 主任技術者

発注者印 受注者印
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細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

１ 上部構造 1) 適用基準は正しいか。

2) 支承条件及び地盤条件と橋梁形式は整合しているか。

3) 径間割りは妥当か。

4) 構造骨組は妥当か。

5) 桁配置は妥当か。

6) 構造高は妥当か。

7）ＰＣ鋼材の選定及び配置は妥当か。

8) 桁端部と桁遊間は妥当か。

9) 床板厚、床組は妥当か。

10) 解析手法（適用プログラム、構造モデル）は適切か｡

11) 架設法を設計に考慮したか。

（運搬路、部材長、部材重量、架設方法と順序、施工

ヤード、施工スペース、架設時の構造系等）

12) 材料使用区分は妥当か。

（鋼材、コンクリート、鉄筋）

13) 構造細目は妥当か。

（鉄筋かぶり、ピッチ、継手、折り曲げ位置等）

（断面変化位置、鋼板厚、板幅、材料使用区分、継手

部、補鋼材、取付部等）

14) 橋面厚、付属工（検査路等）の計画変更はないか。

15) 支承、落橋防止システム、伸縮装置、防護柵等の設

計条件は適切か。

16) 塩害対策は適切か。

17) 防水工は適切か。

18) 塗装系は適切か。

19) 維持管理施設は適切か｡（足場用吊ピース、添加物の

配置）
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細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

２ 下部構造 1) 適用基準は正しいか。

2) 設計理論と解析手法（適用プログラム、構造モデル）

は適切か。

3) 橋台、橋脚の位置・形状は適切か。

4) 支承条件（Ｆ、Ｍ）は下部工に反映されているか。

5) 縁端距離は確保されているか。

6) 形状、寸法の基本的統一は図られているか。

7）裏込土、埋戻土の種類と土圧係数は妥当か。

8) 施工法は配慮しているか。

（運搬路、施工法と順序、施工ヤード、施工スペース

等）

9) 材料使用区分は妥当か。

10) 構造細目は妥当か。

（鉄筋かぶり、ピッチ、継手、折り曲げ位置等）

11) 橋脚の耐震設計手法は適切か。

12) 地下水の変動は確認したか。

３ 基礎構造 1) 適用基準は正しいか。

2) 設計理論と解析手法（適用プログラム、構造モデル）

は妥当か。

3) 土質定数は妥当か。

4) 支持層への根入れは妥当か。

5) 耐震設計上の基盤面、地盤面は適切か。

6) 液状化は問題ないか。

7) 地盤改良の必要性を確認したか。

8) 基礎形式は妥当か。（直接基礎、杭、ケーソン、ウェ

ル等）

9) 形式、寸法は妥当か。（杭であれば、杭種、杭径等）

10) 基礎の耐震設計手法は適切か。

11) 材料使用区分は妥当か。
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細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

12) 構造細目は妥当か。

（鉄筋かぶり、ピッチ、継手、抗頭処理等）

13) 軟弱地盤の場合、橋台の側方移動、圧密沈下量、杭の

ネガティブフリクションを考慮しているか。

14) 施工法は配慮しているか。

（運搬路、施工法と順序、施工ヤード等）

15) 埋設物との取合いは問題ないか。

16) 近接施工の問題はないか。

４ 付属構造物（防護柵、 1) 適用基準は正しいか。

照明､添架物､遮音壁、 2) 選定形式、位置、寸法は妥当か。

道路標識、親柱等） 3) プレキャスト化、二次製品の使用等を配慮しているか｡

4) 使用実績はあるか。

5) 維持管理性は配慮したか。

6) 本体との取合いは妥当か。

7) 通信管路及び照明用電源管路は計画されているか。

8) 景観を配慮しているか。

9) 路面排水、床版排水の流末処理は妥当か。

５ 仮設構造物 1) 適用基準は正しいか。

2) 選定形式、位置、寸法は妥当か｡（仮橋、土留工、二重

締切等）

3) 設計理論と解析手法（適用プログラム、構造モデル）

は妥当か。

4) 安全確保が考慮されているか｡（安全率等）

5) 経済性が配慮されているか。

6) 支持層への根入れは妥当か。

7) 材料使用区分は妥当か。

8) 埋設物との取合いは問題ないか。
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細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

9) 設置、撤去等施工性は配慮しているか。

10) 施工時期（非出水期、出水期等）を考慮して設計され

たか。

11) 止水性についての検討がされているか。

12) その他については、仮設構造物編を照査すること。

６ その他 埋設物、支障物件、周辺施設との近接等、施工条件が設計

計画に反映されているか。
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（追加項目記入表）細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

-83-



- 123 -

成 果 品 の 照 査 項 目 一 覧 表

（ 照 査 ③ ）

件 名：

発 注 者 名：

受 託 者 名：

照査の日付： 平成 年 月 日

総括監督員 主任監督員 担当監督員 照査技術者 主任技術者

発注者印 受注者印
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成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

１ 設計計算書 1) 打合せ事項は反映されているか。

2) 計算上の仮定値と設計値との差は妥当か。

3) 安定計算結果は許容値を満たすか。

4) 許容応力度の取り方は正しいか。

5) 荷重の組合わせと割増し係数は適当か。

6) 二次応力を計算する必要は無いか。

7) 耐震設計は実施したか。

8) 座屈規定に基づく計算がされているか。

9) 施工を配慮した計算となっているか。

10)最小鉄筋量及び鉄筋の配置は構造細目と整合している

か。

２ 電算機による構造解析 1) 構造モデルと実際の構造系は合致しているか。

2) 入力データの算出根拠は明記されているか。

3) 出力データの読み取り方法を具体的に説明している

か。

4) 利用したプログラム名とその会社名は明記されている

か。

３ 設計図 1) 打合せ事項は反映されているか。

2) 設計委託標準仕様書の設計図作成要領と整合している

か。

3) 一般図には必要項目が記載されているか。(設計条件、

地質条件、法線、水位、付属構造物等)

4) 構造物の基本寸法、高さ関係は照合されているか。

5) 構造詳細は、適用基準及び標準構造と整合している

か。

6) 取り合い部の構造寸法は整合しているか。

7) 各設計図がお互いに整合しているか。(一般平面図と縦

横断図、構造図と配筋図、構造図と仮設図ｅｔｃ.)
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成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

8) 設計計算書の結果が正しく図面に反映されているか。

(特に応力計算書、安定計算書等の結果が適用範囲を

含めて整合しているか。）

・壁厚

・鉄筋(径､ピッチ､使用材料､ラップ位置､ラップ長､

主鉄筋の定着長、かぶり、ガス圧接位置等)

・鋼材形状、寸法

・使用材料

４ 数量計算書 1) 数量の単位及び数値の取り方は、設計委託標準仕様書

の数値基準と整合しているか。

2) 数量計算に用いた寸法・数値は図面と整合している

か。

3) 数量の取りまとめは、種類毎、材料毎に整理されてい

るか。

4) 数量計算の根拠となる資料(根拠図等)は作成されてい

るか。

5) 施工を考慮した数量計算となっているか。(コンクリー

ト打設量における後打ち量の分離等)

6) 数量総括表が正しく整理されているか。

５ 施工方法の検討 1) 施工時の道路・河川等の切り廻し計画は適切か。

2) 工事用道路、運搬路計画は適切か。

3) 施工ヤード、施工スペースは確保されているか。

4) 部材長、部材寸法、部材重量は適正か。

5) 施工法、施工順序、施工工程は適切か。

6) 支保工、仮設備(仮設電源、照明、昇降設備等)は適切

か。

7) 安全性、経済性は適切か。

8) 暫定計画、完成計画と整合しているか。
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成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ

9) 環境対策は適切か。

10)施工機械の種類、規格は適切か。

６ 設計調書 1) 調書の記入は適切か。

2) 相対的に見て問題はないか。(主要寸法、主要数値を他

工事の類似例や一般例と比較する。例：㎡当たりコン

クリート量、ｍ３当たり鉄筋量の比較)

７ 報告書 1) 打合わせ事項は反映されているか。

2) 条件設定の考え方が適切か。

3) 比較検討の結果が整理されているか。

4) 工事発注に際しての留意事項が記述されているか。

5) 基準等の引用には出典図書及びページが明記されてい

るか。

８ 成果品 1) 成果品は、設計委託標準仕様書の成果品一覧表と整合

しているか。

９ ＴＥＣＲＩＳ 1) ＴＥＣＲＩＳの登録は行ったか。
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（追加項目記入表）成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

Ｎｏ 項 目 主 な 内 容 該 当 提 示 資 料 備 考
照 査

対 象 該 当ページ
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橋 梁 設 計 調 書
業 務 名 事 務 所 名 一般形状図

橋 梁 名 受 注 者 名

路 線 名 主 任 技 術 者 照査技術者 ・概略側面図

所 在 地 作 成 年 月 日 年 月 日

施 工 箇 所 起点側 終点側

道 路 線 名 道 路 規 格 種 級

路 交 通 量 年度 台/12h 計 画 交 通 量 台/24h（大型車一方向 台）

条 設計速度 ㎞/h 平 面 線 形

件 縦断勾配 横 断 勾 配

橋 長 ｍ 設 計 活 荷 重 B活荷重、 A活荷重、 群衆荷重

橋 面 積 ㎡ 特 殊 荷 重

幅 員 構 成 設 計 震 度 Kh ＝

斜 角 地 盤 種 別

上部工 塩 害 対 策 ・概略断面図

適 用 示 方 書 下部工 添 加 物 W E T G ㎏ /m

その他 踏 掛 版 有（ m）、 無

上部工 舗装厚 車 道 舗装、 ㎝ 厚

構 造 形 式 下部工 歩 道 舗装、 ㎝ 厚

基礎工 比較予備設計 年度済、 無

耐 震 設 計 法 静的解析、動的解析（ 法） 地 質 調 査 年度済、 無

耐震性重要度 Ａ種 、 Ｂ種 設 計 地 震 力 （保有耐力法） タイプⅠ 、 タイプⅡ

支 承 部 構 造 タイプＡ 、 タイプＢ 落橋防止ｼｽﾃﾑ

河 川 名 級河川 川 （ 川水系）

交 河 河 川 管 理 者 河川改修計画

川 計画高水流量 ｍ３/sec 計 画 高 水 位 計 画 河 床 高 ｍ ・特記事項等

差 条 基 準 径 間 長 ｍ 計画高水位幅 ｍ 桁 下 余 裕 高 ｍ以上

件 河 積 阻 害 率 ％ 計 画 堤 防 高 ｍ 基 準 標 高 AP.

物 護 岸 工 左岸 右岸

交 種 別 道 路 鉄 道 航 路

件 差 路 線 等 名

条 桁 下 余 裕 高 ｍ ｍ ｍ

件 側 方 余 裕 高 ｍ ｍ ｍ
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鋼橋設計調書［Ｐ ～Ｐ ］ 〔記載例〕 （／）
橋 梁 名 橋（Ｐ ～Ｐ ） 路線名 平面線形 斜角 幅員 総 幅 員 ∑w= m 設 計 橋軸方向 kh=

構造形式 橋 長 L= m 支 間 割 有効幅員 w= m 震 度 直角方向 Kh=

主 桁 主 桁 数 本 桁 高 ｍ 撓 死荷重 mm

主 桁 間 隔 m 桁 高 比 H/L=1/ み 活荷重 mm(1/ ） 断

横 桁 横 桁 数 本 横桁間隔 ｍ 横桁高 m

床 版 床 版 の 種 類 床版厚 床版厚 K１ = 面

中 間 部 設計基準強度 σCＫ= kgf/cm２ 鉄 筋 係 数 K２ =

の 設 計 曲げモーメント 主鉄筋応力度 As= cm２,dφ= ,ctc= 図

設 計 理 論 名 ・

主桁の架設方法 一

主 支間中央 中間支点 側径間中央 Max

外桁（G ） 内桁（G ) 外桁（G ） 内桁（G ） 外桁（G ） 内桁（G ） 般

曲 げ 前死荷重

桁 ﾓｰﾒﾝﾄ 後死荷重 図

(tf･m) 活 荷 重

合 計

の せん弾力（ｔｆ）

U-Flg 伸縮継手 使用箇所 種 類 遊 間

断 面 Web

設 L-Flg 総 鋼 重 主構鋼重 t

応力度 ｺﾝｸﾘｰﾄ 主 鋼重 総鋼重の SM520 t( %) SM490 t( %)

(kgf U-Flg 要 材 質 比 SS400 t( %) その他 t( %)

計 /cm２） L-Flg 材 塗 装 面 積 工場塗装面積 m２( m２/t)

()は許容値 τ 料 現場塗装面積 m２( m２/t)

応力度報告書頁 床 版 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ m３( m３/m２)

反 力 G 1 G 2 G 3 G 4 G 5 鉄 筋 t ( t/m３)

死荷重反力 Rd

端 活荷重反力 Rl

支 合 計 反 力 R 特

反 点 使用支承反力

力 支 承 の 種 類 可 動 記

及 固 定

び 反 力 G 1 G 2 G 3 G 4 G 5 事

支 中 死荷重反力 Rd

承 間 活荷重反力 Rl 項

支 合 計 反 力 R

点 使用支承反力

支 承 の 種 類 可 動

固 定
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ＰＣＴ桁橋設計調査［Ｐ ～Ｐ ］ 〔記載例〕 （／）
橋 梁 名 橋（Ｐ ～Ｐ ） 路線名 平面線形 斜角 幅員 総 幅 員 ∑w= m 設 計 橋軸方向 kh=

構造形式 橋 長 L= m 支 間 割 有効幅員 w= m 震 度 直角方向 Kh=

主 桁 主 桁 数 本 桁 高 ｍ 最大撓み δ= mm(1/ )

主 桁 間 隔 m 桁 高 比 H/L=1/ 断

横 桁 横 桁 数 本 横桁間隔 ｍ 横 桁 厚 さ m

床 版 の 種 類 床版 PC鋼材の種類 横 締 間 隔 mm 面

床 版 設計基準強度 σCＫ= kgf/cm２ 割増係数 K=

曲げモーメント 床版厚 合成応力度(kgf/cm２) 許容応力度(kgf/cm２) 図

張出部 張 出 部 tf・m/m mm 上縁 下縁 ・

支間中央 tf・m/m mm 上縁 下縁 一

の設計 中間支点 tf・m/m mm 上縁 下縁

設 計 理 論 名 定 着 工 法 PC鋼材の種類 般

主桁の架設方法

主 合成応力度 (kgf/cm２) 許容応力度 (kgf/cm２) 図

設 計 断 面 曲げモーメント 位置 プレストレス 設計荷重時 プレストレス 設計荷重時

桁 （tf・ｍ） 導 入 直 後 導 入 直 後

側径間（または 上縁

の 単純桁）中央 下縁 伸縮継手 使用箇所 種 類 遊 間

中 間 支 点 上縁

設 下縁 項 目 単位 仕様 数量 ｺﾝｸﾘｰﾄ1m３当たり数量

中央径間中央 上縁 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ m３

計 下縁 主 型枠 外型枠 m２

せん断検討位置 設計荷重時せんだん力 終局荷重時せんだん力 斜引張応力度 スターラップ 要 内型枠 m２

端 支 点 位 置 tf tf 材 鉄 筋 t

中 間 支 点 位 置 tf tf 料 Ｐ 主 方 向 t

破壊抵抗曲げﾓｰﾒﾝﾄ(kgf/cm２） 終局荷重作用時曲げモーメント(kgf/cm２） Ｃ 横 方 向 t

反 力 G 1 G 2 G 3 G 4 G 5 鋼 鉛直方向 t

死荷重反力 Rd 材 合 計 t

端 活荷重反力 Rl PC鋼材最大応力度 kgf/mm２<σpa=

支 合 計 反 力 R 水平力伝達方法

反 点 使用支承反力

力 支 承 の 種 類 可 動

及 固 定 特

び 反 力 G 1 G 2 G 3 G 4 G 5 記

支 中 死荷重反力 Rd 事

承 間 活荷重反力 Rl 項

支 合 計 反 力 R

点 使用支承反力

支 承 の 種 類 可 動

固 定
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ＰＣ中空床版橋設計［Ｐ ～Ｐ ］ 〔記載例〕 （／）
橋 梁 名 橋（Ｐ ～Ｐ ） 路線名 平面線形 斜角 幅員 総 幅 員 ∑w= m 設 計 橋軸方向 kh=

構造形式 橋 長 L= m 支 間 割 有効幅員 w= m 震 度 直角方向 Kh=

主 ボ イ ド 数 本 桁 高 ｍ 最大撓み δ= mm(1/ )

版 ボイド間隔 dφ= ,ctc= m 桁 高 比 主 版 巾 m 断

横 桁 横 桁 数 本 横桁間隔 ｍ 横 桁 厚 さ m 面

床版厚 mm 設計基準強度 σCＫ= kgf/cm２ 割 増 係 数 K= 図

床 版 断面力(tf･m/m) 主鉄筋 応力度 許容応力度 配力鉄筋 ・

張 出 部 張出部 σｃ= σｃａ= 一

の 設 計 σａ= σａａ= 般

設 計 理 論 名 定着工法 PC鋼材の種類 図

主桁の架設方法

主 合成応力度 (kgf/cm２) 許容応力度 (kgf/cm２) 伸縮継手 使用箇所 種 類 遊 間

設 計 断 面 曲げモーメント 位置 プレストレス 設計荷重時 プレストレス 設計荷重時

版 (tf・ｍ） 導 入 直 後 導 入 直 後 項 目 単位 仕様 数量 ｺﾝｸﾘｰﾄ1m３当たり数量

側径間（または 上縁 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ m３

の 単純橋）中央 下縁 主 型枠 外型枠 m２

中 間 支 点 上縁 要 内型枠 m２

設 下縁 材 鉄 筋 t

中央径間中央 上縁 料 Ｐ 主 方 向 t

計 下縁 Ｃ 横 方 向 t

せん断検討位置 設計荷重時せんだん力 終局荷重時せんだん力 斜引張応力度 スターラップ 鋼 鉛直方向 t

端 支 点 位 置 tf tf 材 合 計 t

中間支点位置 tf tf PC鋼材最大応力度 kgf/mm２<σpa=

曲げ せん断力 有効巾 鉄 筋 量 応 力 度 水平力伝達方法

モーメント σａ 許 容 値 σｃ 許 容 値 τ 許 容 値 反 反 力 Ｐ Ｐ Ｐ Ｐ Ｐ

支点 端 支 点 MＡ A- 力 死荷重反力

上軸 正 D x 及 活荷重反力

直角 MＣ A- び 合 計 反 力

方向 負 D x 支 使用支承反力

の 中間支点 MＡ A- 承 支 承 の 種 類 可動

設計 正 D x 固定

MＣ A- 特記

負 D x 事項
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ＲＣ中空床版橋設計［Ｐ ～Ｐ ］ 〔記載例〕 （／）
橋 梁 名 橋（Ｐ ～Ｐ ） 路線名 平面線形 斜角 幅員 総 幅 員 ∑w= m 設 計 橋軸方向 kh=

構造形式 橋 長 L= m 支 間 割 有効幅員 w= m 震 度 直角方向 Kh=

主 ボ イ ド 数 本 桁 高 ｍ 最大撓み σ= mm(1/ )

版 ボイド間隔 dφ= ,ctc= m 桁 高 比 H/L=1/ 主 版 巾 m

横 桁 横 桁 数 本 横桁間隔 ｍ 横 桁 厚 さ m

床版厚 mm 設計基準強度 σCＫ= kgf/cm２ 割 増 係 数 K= 断

床 版 断面力(tf･m/m) 主鉄筋 応力度 許容応力度 配力鉄筋 面

張 出 部 張出部 σｃ= σｃａ= 図

の 設 計 σａ= σａａ= ・

設 計 理 論 名 一

般

主 主桁の架設方法 図

版 断面力 配筋 応力度 許容応力度

支 ﾓﾒ 死荷重 tf･ｍ σｃ σｃａ

の │ﾝ 活荷重 tf･ｍ σａ σａａ 使用箇所 種 類 遊 間

ﾄ 合 計 tf･ｍ 伸縮継手 mm

設 面 せ ん 断 力 tf ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ τｃ τｃａ

中 ﾓﾒ 死荷重 tf･ｍ σｃ σｃａ 主 項 目 単位 仕様 数量 ｺﾝｸﾘｰﾄ1m３当たり数量

計 間 │ﾝ 活荷重 tf･ｍ σａ σａａ 要 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ m３

支 ﾄ 合 計 tf･ｍ 材 鉄 筋 t

点 せ ん 断 力 tf ｽﾀｰﾗｯﾌﾟ τｃ τｃａ 料 型 外 型 枠 m２

曲げ せん断力 有効巾 鉄 筋 量 応 力 度 枠 円筒型枠 m

モーメント σａ 許 容 値 σｃ 許 容 値 τ 許 容 値 反 反 力 Ｐ Ｐ Ｐ Ｐ Ｐ

支点 端 支 点 MＡ A- 力 死荷重反力 Ｒｄ

上軸 正 D X 及 活荷重反力 Ｒｌ

直角 MＣ A- び 合 計 反 力 Ｒ

方向 負 D X 支 使用支承反力

の 中間支点 MＡ A- 承 支 承 の 種 類 可動

設計 正 D X 固定

MＣ A- 特記

負 D X 事項
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下部工設計調書 総括表 〔記載例〕 （ ／ ）
橋梁名

上部 橋 斜 幅 適用 震度 地域別Cｚ 重要度別C１ 固有周期別Cr

工 長 m 角 員 示方 補正 横軸 直角

形式 書 係数

下 部 工 No. 備 考

下 部 工 形 式

橋 座 幅 S(cm) ＞ ＞ ＞ ＞ ＞ ＞
設 S E (cm) ＞ ＞ ＞ ＞ ＞ ＞

支承形式（Fix,Mov,H) （ ) （ ) （ ) （ ) （ ) （ )

基礎形式

計 地盤種別 （ＣＧ） 種（ ) 種（ ) 種（ ) 種（ ) 種（ ) 種（ )

設 計 水 平 震 度 橋 軸 方 向

直 角 方 向

条 液状化の判定 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

上部 鉛 直 力 常 時

工反 (tf） 地 震 時

件 力 地震時水平反力 橋 軸 方 向

(tf) 直 角 方 向

背面土 r(tf/m３)

（橋台） φ（ °）

Kh

躯体の保有水平 橋 軸 方 向

耐力 Pa/P 直 角 方 向

常 時 決定ケース

支 持 力 ＜ ＜ ＜ ＜ ＜ ＜

直 転 倒 ＞ ＞ ＞ ＞ ＞ ＞

安 接 滑 動 ＞ ＞ ＞ ＞ ＞ ＞

基 地震時 決定ケース

定 礎 支 持 力 ＜ ＜ ＜ ＜ ＜ ＜

転 倒 ＞ ＞ ＞ ＞ ＞ ＞

計 滑 動 ＞ ＞ ＞ ＞ ＞ ＞

杭 決定ケース

算 常 時 杭 反 力 ＜ ＜ ＜ ＜ ＜ ＜

基 杭 頭 変 位 ＜ ＜ ＜ ＜ ＜ ＜

決定ケース

礎 地 震 時 杭 反 力 ＜ ＜ ＜ ＜ ＜ ＜

杭 頭 変 位 ＜ ＜ ＜ ＜ ＜ ＜

鉄筋材質 ＳＤ ＳＤ ＳＤ ＳＤ ＳＤ ＳＤ

コンクリート強度 σck kgf/cm２ kgf/cm２ kgf/cm２ kgf/cm２ kgf/cm２ kgf/cm２

材 コンクリート体積 Ｑ(m３)

鉄筋重量 R(t) (R/Q) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

料 型枠面積 A(m２) (A/Q) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

杭種

杭径× 抗長×本数 m× m× 本 m× m× 本 m× m× 本 m× m× 本 m× m× 本 m× m× 本
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山 岳 ト ン ネ ル 詳 細 設 計 照 査 要 領

本照査要領は、換気用施設（換気用立坑・斜坑・換気所、集塵機室等）を

必要としない山岳の道路トンネル詳細設計に適用する

平成７年１１月
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ト ン ネ ル 詳 細 設 計 照 査 要 領
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基 本 条 件 の 照 査 項 目 一 覧 表

（ 照 査 ① ）

件 名：

発 注 者 名：

受 託 者 名：

照査の日付： 平成 年 月 日

総括監督員 主任監督員 担当監督員 照査技術者 主任技術者

発注者印 受注者印
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基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

ＮＯ 項 目 主 な 内 容 提示資料 該当 照 査 備 考
対象

１ 設計の主旨・目的 １）目的・主旨を理解したか 業務計画書

２）地域構想等の関連する上位計画を把握したか

３）設計の主な内容、工程などについて具体的方針を把握

したか

２ 貸与資料の問題点 貸与資料の不足点・追加事項があるか 追加資料

リスト３ 現地踏査 １）地形、地質、現地状況を把握したか 現場写真他

２）隣接既設構造物を把握したか

（鉄道、道路、河川、水路、送電線鉄塔等）

３）気象条件は把握したか

４）水源地の有無を確認したか

５）坑口の太陽光の入射方向を把握したか

６）環境状況を把握したか（公園、砂防指定、保安林、文

化財、学校、病院、地下水の状況等）

７）支障物件の状況を把握したか

８）施工計画の条件を把握したか（工事用水、濁水処理、

工事用電力、工事用建物敷地、進入路等）

４ 設計基本条件 １）設計条件は適正か 基本条件

（道路規格、設計速度、設計交通量、巾員構成等） 検討書

２）地山区分は適正か（岩種、弾性波速度値、地山強度比

ボーリンクコアの状況等）

３）断面の基本型は適切か（１心円～３心円）

４）内空断面は妥当か（建築限界、換気施設、照明施設、

非常用施設、内装、施工誤差余裕等）

５）掘削方式は妥当か

６）掘削工法は妥当か

７）坑内運搬方式は妥当か

８）標準パターンの適用は妥当か、また特殊パターンは必

要か

９）換気方式及び規模は適正か

10）坑門工の形式、位置は適正か

11）坑門工の荷重条件は適正か
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基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

ＮＯ 項 目 主 な 内 容 提示資料 該当 照 査 備 考
対象

12）照明施設、受電設備など電気設備設計は適正か 基本条件

13）非常用設備の計画は適正か（ 通報、警報設備、消火 検討書

設備、避難誘導設備等 ）

14）水源は確保されているか

15）施工条件の基本は確認したか

（工程、施工ヤード、ズリ運搬及び処理方式、受電点

、給排水等）

16）トンネル特殊条件の対策は適正か

（地すべり、地下水、湧水、偏圧、未固結層、膨張性

地山等）

17）使用すべき設計基準は把握したか

18) 関連する設計との整合はとれているか

19）坑口の太陽光（西日等）の対策は必要か

５ 幾何構造、線形条件 １）幅員構成、幅員変化、平面線形は適正か 基本条件

２）縦断線形は適正か 検討書

３）座標系と基準点は適正か

６ 交差条件 １）隣接既設構造物等との離隔及び対応方法を検討したか 基本条件

２）交差協議に関わる協議資料作成の種類と内容を確認し 検討書

たか

７ 坑口部地盤条件 １）坑口周辺の地形・地質の状況を把握したか 基本条件

２）土質定数の設定は妥当か 検討書

３）支持力、地盤バネ値の設定は妥当か

４）特殊条件（地すべり、偏圧、支持力不足等）の設定は

妥当か

５）水位の評価は妥当か

８ 地形条件 １）用地幅を確認したか

２）施工ヤードを確認したか

９ 使用材料 使用材料と規格、許容応力度は妥当か
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基本条件の照査項目一覧表（様式－１）

照 査 ①

ＮＯ 項 目 主 な 内 容 提示資料 該当 照 査 備 考
対象

１０ 環境及び景観検討 １）景観検討の必要性、デザインコンセプト、範囲などが 基本条件

理解されたか 検討書

２）景観検討の具体的方法、作成すべき資料などが明らか

になっているか

（ＣＧ、フォトモンタージュ、透視図等）
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基本条件の照査項目一覧表（様式－１） （追加項目記入表）

照 査 ①

ＮＯ 項 目 主 な 内 容 提示資料 該当 照 査 備 考
対象
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成 果 品 の 照 査 項 目 一 覧 表

（ 照 査 ③ ）

件 名：

発 注 者 名：

受 託 者 名：

照査の日付： 平成 年 月 日

総括監督員 主任監督員 担当監督員 照査技術者 主任技術者

発注者印 受注者印
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成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

ＮＯ 項 目 主 な 内 容 提示資料 該当 照 査 備 考
対象

１ 設計計算書 １）打合せ事項は反映されているか 設計計算書

２）許容応力度の取り方は正しいか

３）安定計算結果は許容値を満たすか

４）施工を配慮した計算となっているか

２ 設計図 １）縮尺は共通仕様書と整合しているか 設計図

２）打合せ事項は反映されているか

３）設計計算書の結果が正しく図面に反映されているか

４）各設計図が互いに整合されているか

５）構造図の基本寸法、高さ関係は照合されているか

６）主筋の配置、鉄筋径、ピッチ、使用材料は計算書と一

致しているか

７）構造詳細は適用基準及び打合せ事項と整合するか

８）取り合い部の構造寸法は適正か

９）分かり易い注記が付いているか

３ 数量計算書 １）数量計算は適用基準及び打合せ事項と整合しているか 数量計算書

（有効数字、位取り、単位、区分････････ ）

２）数量計算に用いた寸法は図面と一致するか

３）数量とりまとめは、種類毎に、材料毎に、打合せ区分

に合わせてまとめられているか

４ 施工設備計画 １）施工法が妥当であるか 施工設備

（掘削方式、掘削工法、坑内運搬方式等） 計画書

２）工事用設備計画は妥当か

（工事中の換気、給気、給水、排水、濁水処理、工事

用電力等）

３）安全確保が配慮されているか

４）関係法令を遵守した計画になっているか

５ 設計調書 １）調書の記入は適正にされているか 設計調書

２）マクロ的に見て問題ないか

（幾何構造、主要寸法、主要数量）
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成果品の照査項目一覧表（様式－３）

照 査 ③

ＮＯ 項 目 主 な 内 容 提示資料 該当 照 査 備 考
対象

６ 報告書 １）条件設定の考え方が整合しているか 設計報告書

２）比較・検討の結果が整合されているか

３）設計思想の設定と考え方が妥当であるか

７ ＴＥＣＲＩＳ ＴＥＣＲＩＳの登録はしてあるか 登録証明書
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成果品の照査項目一覧表（様式－３） （追加項目一覧表）

照 査 ③

ＮＯ 項 目 主 な 内 容 提示資料 該当 照 査 備 考
対象
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細 部 条 件 の 照 査 項 目 一 覧 表

（ 照 査 ② ）

件 名：

発 注 者 名：

受 託 者 名：

照査の日付： 平成 年 月 日

総括監督員 主任監督員 担当監督員 照査技術者 主任技術者

発注者印 受注者印
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細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

ＮＯ 項 目 主 な 内 容 提示資料 該当 照 査 備 考
対象

１ 本体工 １）内空断面の設定は妥当か 一般図及び

２）標準支保パターンの適用は妥当か （吹付コンクリー 設計条件

ト厚、ロックボルト長・本数、鋼アーチ支保工寸法、 検討書

覆工厚）

３）特殊断面(小断面、大断面、特殊地山における断面等)

の支保パターンの適用は妥当か

４）補助工法は妥当か

５）坑口部の設定範囲（延長）、支保パターン、補助対策

工等が妥当か

６）非常駐車帯部等の断面変化に対する設計は妥当か

７）掘削方式、掘削工法、坑内運搬方式は妥当か

８）ズリ捨て場の設定は妥当か

２ 坑門工及び明り巻き １）坑門周辺の法面処理は妥当か 一般図及び

２）一般部との整合性は妥当か 設計条件

３）形状寸法は妥当か 検討書

４）構造モデルは妥当か

５）計算手法は妥当か

６）材料の品質区分は妥当か

・コンクリート

・鉄筋等

７）構造細目は妥当か

・鉄筋の被り

・鉄筋のピッチ等

８）本体工との連結は妥当か

３ 排水工 １）防水工が妥当か 一般図及び

２）裏面排水工が妥当か 設計条件

３）横断排水工が妥当か 検討書

４）中央排水工が妥当か

５）各排水処理の接続は妥当か

６）集水桝間隔が妥当か

７）プレキャスト化、二次製品の使用などを配慮している

か

８）排水流末処理は妥当か
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細部条件の照査項目一覧表（様式－２）

照 査 ②

ＮＯ 項 目 主 な 内 容 提示資料 該当 照 査 備 考
対象

９）トンネル洗浄水の処理対策は妥当か

４ 舗装工 １）舗装厚が妥当か 一般図及び

２）目地間隔が妥当か 設計条件

３）材料の品質区分は妥当か 検討書

５ 非常用施設 １）非常用施設配置は妥当か 一般図及び

２）箱抜の位置、サイズ、補強は妥当か 設計条件

３）トラフ寸法は、給水管、ケーブルの点検収納が可能な 検討書

寸法、構造となっているか

４）配管の凍結対策を検討しているか

５）各機器の漏水対策は妥当か

６）電気設備設置計画との調整がとれているか

６ 仮設備計画 １）施工ヤードの位置及び配置計画は妥当か 一般図及び

２）工区割は妥当か 設計条件

３）坑外仮設備配置は妥当か 検討書

４）送風、排気設備の配置は妥当か

５）工事用電力の確保及び受電位置は妥当か

６）給水源は妥当か

７）環境対策（汚泥水処理設備、騒音対策等）は考慮され

ているか

８）仮設構造物（仮設橋、仮設ステージ等）の計算手法は

妥当か
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細部条件の照査項目一覧表（様式－２） （追加項目記入表）

照 査 ②

ＮＯ 項 目 主 な 内 容 提示資料 該当 照 査 備 考
対象
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